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救急医療体制の整備等に関する予算の概要

(平成22年度予算額) (平成23年度予算案)
［ １５,２３４百万円 → １３,７４８百万円］

救急医療対策は、昭和５２年度から、初期、二次、三次救急医療施設及び救急医療情報センターの計画的
かつ体系的整備を推進してきたところであり、平成２３年度においても、引き続き、小児救急を含むこれら
の救急医療体制の確保を図る。

（１）体系的な救急医療体制の拡充整備 12,328百万円 → 10,739百万円
① 小児救急電話相談 237百万円 → 238百万円

ア．小児救急電話相談事業 237百万円 → 237百万円
イ．小児救急電話相談対応者研修（新規） 0百万円 → 1百万円

② 初 期 救 急 医 療 体 制 …………………………………………… 32百万円 → 27百万円
ア．小児初期救急センター運営事業 13百万円 → 12百万円
イ．小児救急地域医師研修事業 19百万円 → 15百万円

③ 第二次救急医療体制 ……………………………………………… 2,552百万円 → 2,049百万円
ア．管制塔機能を担う医療機関に対する支援事業 259百万円 → 106百万円
イ．共 同 利 用 型 病 院 85百万円 → 85百万円
ウ．小児救急医療支援事業 859百万円 → 848百万円
エ．小児救急医療拠点病院 654百万円 → 642百万円
オ．救急医療専門領域医師研修事業 15百万円 → 8百万円
カ．消防法一部改正に伴う受入困難事案患者受入医療機関支援事業 451百万円 → 361百万円
キ．診療所医師の診療協力支援事業 229百万円 → 0百万円

④ 第三次救急医療体制 ……………………………………………… 5,970百万円 → 5,460百万円
ア．救 命 救 急 セ ン タ ー運営事業 5,583百万円 → 4,925百万円
イ．救急医療トレーニングセンター運営事業 78百万円 → 78百万円
ウ．小児救命救急センター運営事業 296百万円 → 444百万円
エ．小児集中治療室医療従事者研修 13百万円 → 13百万円

⑤ 救急勤務医支援事業 2,063百万円 → 1,464百万円
⑥ 救急医療支援センター運営事業 109百万円 → 109百万円
⑦ 救急患者受入コーディネーター事業 59百万円 → 59百万円
⑧ 救急患者退院コーディネーター事業 61百万円 → 61百万円
⑨ 救急患者受入実態調査事業 17百万円 → 17百万円
⑩ ヘリコプター等添乗医師等確保経費 2百万円 → 2百万円
⑪ 救急医療情報センター等 …………………………………………… 1,035百万円 → 1,075百万円

ア．救急医療情報センター 935百万円 → 935百万円
イ．救急・周産期医療情報システム機能強化経費（新規） 0百万円 → 140百万円
ウ．救急・周産期ネットワーク構築実証事業 100百万円 → 0百万円

⑫ 救急医療業務実地修練等 191百万円 → 178百万円

（２）ドクターヘリ導入促進事業 2,754百万円 → 2,928百万円
早期治療の開始と迅速な搬送による救命率等の向上を図るため、救命救急センターにドクターヘリ

（医師が同乗する救急専用ヘリコプター）を委託により配備する。

（３）災害医療調査ヘリコプター運営事 10百万円 → 10百万円
災害発生時の被災地の医療調査を行うためのヘリコプターのチャーターに要する経費を措置する。

（４）災害拠点病院活動費 10百万円 → 10百万円
災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）が国主催の総合防災訓練に参加するために要する経費を補助する。

（５）広域災害・救急医療情報システム 36百万円 → 36百万円
災害時における全国ネットの災害医療に係る総合的な情報収集及び提供を行う。

（６）ＤＭＡＴ事務局経費 14百万円 → 21百万円
ＤＭＡＴ事務局を国立病院機構災害医療センターに置き、その運営に必要な経費を補助する。

（７）ＤＭＡＴ訓練補助事業 5百万円 → 5百万円
地方ブロック毎にＤＭＡＴ訓練の主催県を決め、主催県が実施する災害訓練に対して補助する。

（８）ＡＰＥＣ関連経費 77百万円 → 0百万円
ＡＰＥＣ首脳会談における救急医療体制の確保を図るために必要な経費

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。
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平成22年4月1日現在

都道府県 都道府県

岐阜県

青森県

岩手県

宮城県 三重県

秋田県 滋賀県

山形県 京都府

福島県

兵庫県

群馬県 奈良県

埼玉県 和歌山県

鳥取県

島根県

山口県

徳島県

愛媛県

高知県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

富山県 鹿児島県

石川県

福井県

山梨県 合計

長野県

46都道府県　84か所

愛媛県立中央病院

高知県・高知市企業団立高知医療センター

宮崎大学医学部附属病院

鹿児島市立病院

山梨県立中央病院

長野県立こども病院

岐阜県総合医療センター

大津赤十字病院

京都第一赤十字病院

鳥取大学医学部附属病院

島根県立中央病院

香川大学医学部附属病院

施設名

長岡赤十字病院

新潟市民病院

富山県立中央病院

石川県立中央病院いしかわ総合母子医療センター

福井県立病院

北里大学病院

東海大学医学部付属病院

横浜市立大学附属市民総合医療センター

東京都都立墨東病院

群馬県立小児医療センター

埼玉医科大学総合医療センター

東京都

東京都立大塚病院

東京都立多摩総合医療センター・小児総合医療センター

母子愛育会附属愛育病院

東京女子医科大学病院

東邦大学医療センター大森病院

帝京大学医学部附属病院

杏林大学医学部付属病院

日本赤十字社医療センター

総合病院釧路赤十字病院

市立札幌病院

函館中央病院
北海道

JA北海道厚生連帯広厚生病院

千葉県
亀田総合病院

東京女子医科大学附属八千代医療センター

総合病院土浦協同病院

筑波大学附属病院

栃木県
自治医科大学附属病院

獨協医科大学病院

青森県立中央病院

岩手医科大学附属病院

仙台赤十字病院

秋田赤十字病院

福島県立医科大学附属病院

山形県立中央病院

施設名

神奈川県

聖マリアンナ医科大学病院

新潟県

新潟大学医歯学総合病院

昭和大学病院

神奈川県立こども医療センター

日本大学医学部附属板橋病院

茨城県

水戸済生会総合病院・茨城県立こども病院

大阪大学医学部附属病院

兵庫県立こども病院

奈良県立医科大学附属病院

和歌山県立医科大学附属病院

聖隷浜松病院

順天堂大学医学部附属静岡病院

静岡県立こども病院

名古屋第一赤十字病院

名古屋第二赤十字病院

国立病院機構三重中央医療センター

国立病院機構長崎医療センター

熊本市立熊本市民病院

大分県立病院

倉敷中央病院

国立病院機構岡山医療センター

県立広島病院

広島市立広島市民病院

山口県立総合医療センター

徳島大学病院

国立病院機構香川小児病院

福岡県

沖縄県
沖縄県立中部病院

沖縄県立南部医療センター・こども医療センター

広島県

福岡大学病院

久留米大学病院

聖マリア病院

北九州市立医療センター

九州大学病院

総合周産期母子医療センターの整備状況について

静岡県

愛知県

大阪府

岡山県

香川県

大阪府立母子保健総合医療センター

高槻病院

愛染橋病院

関西医科大学附属枚方病院
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５．へき地保健医療対策の現状 
 
 これまでの対策  
○ 山村、離島等のへき地における医療の確保については、昭和３１年度
から９次にわたる「へき地保健医療計画」を策定し、二次医療圏単位で
各種施策を講じてきた。 

 ○ これに伴い無医地区数は以前に比べ大きく減少。 
   【無医地区の変遷】 

調査年 無医地区数 人口 
昭和４１年 ２，９２０ １１９万人 
昭和４８年 ２，０８８ ７７万人 
昭和５９年 １，２７６ ３２万人 
平成 ６年 ９９７ ２４万人 
平成１１年 ９１４ ２０万人 
平成１６年 ７８７ １６万人 
平成２１年 ７０５ １４万人 

     ※無医地区：医療機関のない地域で、当該地域の中心的な場所を起点として、概 
ね半径４㎞の区域内に人口５０人以上が居住している地域であって、 
通常の交通機関を利用して医療機関まで片道１時間超を要する地域 
など。 

 
 現在のとりくみ  
 ○ 医療資源の都市部偏在等により二次医療圏単独では医療過疎地域の医

療需要に対応しきれないため、より広域的に都道府県単位でのへき地対
策を講じているところ（平成１８年度からは、第１０次「へき地保健医
療計画」を実施ししており、平成２３年度から第１１次「へき地保健医
療計画」を開始予定）。 

 
 ［主要事項］ 
  （１） へき地医療支援機構 
      概 要：都道府県単位で設置し、へき地診療所等からの代診医

の派遣要請等、広域的なへき地医療支援事業の企画・
調整等を行う。 

      箇所数：３９か所（平成２１年３月３１日現在） 

 
  （２） へき地医療拠点病院 
      概 要：都道府県単位での指導・調整の下に「へき地診療所」

への医師派遣、「へき地診療所」の無い無医地区等を対
象とした巡回診療等を行う。 

      箇所数：２６３病院（平成２１年７月３１日現在） 

      補助先：都道府県の指定した病院 
          （運営費（医師派遣、巡回診療実施のための人件費等）、

施設・設備整備） 
      実 績：医師派遣 １２２病院 
          巡回診療  ９７病院 
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（平成２１年度現況調より） 
 
  （３） へき地診療所 
      概 要：無医地区において診療所を整備し、地域住民の医療確

保を図る。 
      箇所数：１，０６３か所〔国保診療所含む〕（平成２０年３月３１日現在） 
      補助先：都道府県、市町村、日赤、済生会、厚生連、北社協他 
          （運営費（診療実施のための人件費等）、施設・設備整

備） 
 
  （４） へき地保健指導所 
      概 要：無医地区等にへき地保健指導所を整備し、保健医療の

機会に恵まれない住民に対する保健指導を行う。 
      箇所数：４３か所（平成２０年３月３１日現在） 
      補助先：都道府県、市町村 
 
  （５） へき地巡回診療車（船・ヘリ） 
      概 要：無医地区等の医療の確保を図るため巡回診療を実施す

る。 
      ※離島巡回診療ヘリは平成１９年度より実施（１機：鹿児島県） 
 
  （６） へき地患者輸送車（艇） 
      概 要：患者輸送車を整備し、へき地の患者を最寄医療機関ま

で輸送する。 
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医療提供体制施設整備交付金の概要

Ⅰ予算額

平成23年度予算案
4,928百万円4,928百万円

Ⅱ要旨

新たな医療計画制度の実効性を確保し、医療提供体制と地域保健及び健康増
進体制との連携強化を図る観点から、都道府県の作成した「医療計画に基づく事
業計画」により、都道府県が自主性・裁量性を発揮できる助成制度の仕組みとし
て 救急医療施設 周産期医療施設等の施設整備を支援するもの

医 療 計 画

Ⅲ「計画に基づく施策の実施（施設）」に対して助成を行う

都道府県は「医療計画に基づく事業計画」を策定

て、救急医療施設、周産期医療施設等の施設整備を支援するもの。

「医療提供体制施設整備交付金」を各都道府県に交付

都道府県 医療計画に基づく事業計画」を策定

Ⅳ 交付対象

交付金対象事業区分

補助対象施設：公的団体（○印除く）、民間事業者（※印除く）

交付金対象事業区分

休日夜間急患センター 小児医療施設 地震防災対策医療施設耐震整備

病院群輪番制病院 周産期医療施設 医療機器管理室○

共同利用型病院 院内感染対策施設○ 内視鏡訓練施設○

（地域）救命救急センター 看護師勤務環境改善○ 医療施設耐震整備 ○

小児救急医療拠点病院 看護師宿舎○ アスベスト除去等整備

がん診療施設 医療施設近代化施設 小児初期救急センター施設

医学的リハビリテーション施設※ 特殊病室施設 肝移植施設

不足病床地区病院※ 基幹災害医療センター 院内助産所・助産師外来施設

特定地域病院※ 地域災害医療センター 病院内保育所

共同利用施設 (開放型病棟等)○ 治験施設○ 地球温暖化対策

看護師等養成所○ 歯科衛生士養成所○ 救急ヘリポート

腎移植施設 病児・病後児保育施設 看護師等養成所修業年限延長施設

小児集中治療室 地域療育支援施設 看護教員養成講習会

118



医療提供体制推進事業費補助金の概要

Ⅰ 予算額

平成23年度予算案平成23年度予算案
25,939百万円

Ⅱ 要旨

新たな医療計画制度の実効性を確保し、医療提供体制と地域保健及び健康増
づ

医 療 計 画

Ⅲ 補助制度の概念

進体制との連携強化を図る観点から、都道府県の作成した「医療計画に基づく事
業計画」により、都道府県が自主性・裁量性を発揮できる助成制度の仕組みとし
て、救急医療等の経常的な経費の補助を行うもの。

医 療 計 画

都道府県は「医療計画に基づく事業計画」を策定

「医療提供体制推進事業費補助金」を各都道府県に交付

Ⅳ 医療提供体制推進事業費補助金の事業構成Ⅳ 医療提供体制推進事業費補助金の事業構成

(目）医療提供体制推進事業費補助金 25,939,205 千円

補助対象事業：都道府県（☆印除く）、市町村（★印除く）、公的団体（○印除く）、民間事業者（※印除く）

１ 救急医療等対策（運営費）
小児救急電話相談事業★○※、小児救急医療支援事業、小児救急医療拠点病院運営事業、小児救急電話相談事業 、小児救急医療支援事業、小児救急医療拠点病院運営事業、
救命救急センター運営事業☆★、ドクターヘリ導入促進事業、救急医療情報センター運営事
業★○※ 、受入困難事案患者受入医療機関支援事業、周産期母子医療センター運営事業、
新生児医療担当医確保支援事業、地域療育支援施設運営事業、日中一時支援事業 等

２ 看護職員確保対策等（運営費）
病院内保育所運営事業☆★○ 、新人看護職員研修事業、
短時間正規雇用等看護職員の多様な勤務形態導入支援事業、
外国人看護師候補者就労研修支援事業 看護職員資質向上推進事業外国人看護師候補者就労研修支援事業、看護職員資質向上推進事業、
在宅歯科医療連携室整備事業★○※ 等

３ 地域医療確保等対策（運営費）
医療連携体制推進事業★○※ 、女性医師等就労支援事業、産科医等確保支援事業、
医師派遣等推進事業 等

４ 医療提供体制設備整備費
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Ⅴ 医療提供体制設備整備費の事業区分補助対象

統合補助金の事業については、前項の「Ⅳ 医療提供体制推進事業費補助金の事業構成」で
説明したところであるが 「４ 医療提供体制設備整備費」はさらに細分化された事業区分（いわゆ説明したところであるが、「４ 医療提供体制設備整備費」はさらに細分化された事業区分（いわゆ
るメニュー事業）が補助対象となる。

補助対象事業区分

休日夜間急患センター☆★ 人工腎臓不足地域☆★ 環境調整室○※

病院群輪番制病院☆★ 小児医療施設☆★ NBC災害・テロ対策設備

共同利用型病院☆★ 周産期医療施設☆★ 内視鏡訓練施設設備☆★共同利用型病院☆★ 周産期医療施設☆★ 内視鏡訓練施設設備☆★

救命救急センター☆★ 看護師等養成所初度設備☆★
小児初期救急センター設備
☆★

高度救命救急センター☆★
看護師等養成所教育環境改善
☆★

院内助産所・助産師外来設備
☆★

小児救急医療拠点病院☆★
理学療法士等養成所初度設備
☆★

医療機関アクセス支援車○※

小児救急遠隔医療設備☆★ 院内感染対策設備☆★ 在宅訪問歯科診療設備

がん診療施設☆★ 基幹災害医療センター☆★ 地域療育支援施設設備☆

医学的リハビリテーション施設
☆★※

地域災害医療センター☆★ 小児集中治療室☆★

共同利用施設 (高額医療機器)☆★ ＨＬＡ検査センター☆★ 歯科衛生士養成所初度設備☆★

Ⅵ 補助率 等

 補助率 1/2 1/3  定額（10/10）

 交付先 都道府県（☆印除く）、市町村（★印除く） 、公的団体（○印除く） 、民間事業者（※印除く）
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医療施設等設備整備費補助金の概要

Ⅰ 予算額

平成23年度予算案度 算案

830,504千円

Ⅱ 要旨

へき地 離島の住民に対する医療の確保など 国が特に責任を果たしへき地・離島の住民に対する医療の確保など、国が特に責任を果たし
ていく必要があることから、離島を含むへき地に所在する医療施設等に
対する補助制度は従前のとおり存続させるもの。

Ⅲ 補助対象

補助対象事業《 分》（事業実施主体） 補助率補助対象事業《メニュー区分》（事業実施主体） 補助率

へき地医療拠点病院（公立・公的・民間） 1/2 

へき地診療所（公立・公的・民間） 1/2、3/4

へき地患者輸送車（艇）（公立） 1/2

へき地巡回診療車（船）（公立・公的・民間） 1/2へき地巡回診療車（船）（公立・公的・民間） 1/2 

離島歯科巡回診療用設備（都道府県） 1/2 

過疎地域等特定診療所（公立） 1/2 

へき地保健指導所（公立） 1/3、1/2

へき地・離島診療支援システム（公立・公的・民間） 1/2  

沖縄医療施設（公立・公的） 3/4

奄美群島医療施設（都道府県） 1/2 

地域医療充実のための遠隔医療設備（公立・公的・民間） 1/2

臨床研修病院支援システム（公的・民間） 1/2 

離島等患者宿泊施設設備（公立・公的・民間） 1/3

産科医療機関設備（公立・公的・民間） 1/2

死亡時画像診断システム設備（公立・公的・民間） 1/2
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医療施設等施設整備費補助金の概要

Ⅰ 予算額

平成23年度予算案
451,386千円

Ⅱ 要旨

へき地・離島の住民に対する医療の確保など、国が特に責任を果たし
ていく必要があることから、離島を含むへき地に所在する医療施設等に
対する補助制度は従前のとおり存続させるもの。

Ⅲ 補助対象

補助対象事業《メニュー区分》 （事業実施主体） 補助率

へき地医療拠点病院（公立・公的・民間） 1/2

き地診療所へき地診療所（公立・公的・民間） 1/2

過疎地域等特定診療所（公立） 1/2

へき地保健指導所（公立） 1/3、1/2

研修医のための研修施設（民間） 1/2

臨床研修病院（民間） 1/2臨床研修病院（民間） 1/2

医師臨床研修病院研修医環境整備（民間） 1/3

産科医療機関（公立・公的・民間） 1/3

離島等患者宿泊施設（公立・公的・民間） 1/3

死亡時画像診断システム施設（公立・公的・民間） 1/2死亡時画像診断システム施設（公立 公的 民間） 1/2
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医療施設運営費等補助金の概要

Ⅰ 予算額

平成23年度予算案
2 866百万円2,866百万円

Ⅱ 要旨

離島、山村等の医療に恵まれない地域住民の医療の確保、地域医療支援セン
ターによる医師確保対策、地域住民の救急医療の確保、医療施設の耐震診断の
実施による安全性の向上等に必要な経費の補助を行うもの。

Ⅲ 事業構成

（項）医療提供体制確保対策費
(目）医療施設運営費等補助金

2,866,354千円

※は公立分が補助対象とならない事業

(目）医療施設運営費等補助金
, ,

１ へき地保健医療対策事業
へき地医療支援機構、へき地医療拠点病院、へき地診療所、へき地巡回診療車（船）、
離島巡回診療ヘリ、へき地保健指導所等の運営事業

２ 救急医療対策事業
救急医療支援センタ 運営事業 救急医療トレ ニングセンタ 運営事業救急医療支援センター運営事業、救急医療トレーニングセンター運営事業、

３ ※医療施設耐震化促進事業

４ 地域医療確保支援事業
産科医療機関確保事業

地域医療支援センター（仮称）運営事業

５ 災害医療対策事業
災害医療調査ヘリコプター運営事業、災害医療チーム（DMAT）事務局経費、
災害医療チーム（DMAT）訓練補助金、災害拠点病院等活動費

６ 医療の質の評価・公表等推進事業

７ 外国人受入医療機関認証制度開発のための支援事業

Ⅳ 補助率 等

 補助率 3/4 2/3 1/2 1/3 定額
 交付先 都道府県、市町村、公的団体、民間事業者
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平成23年1月1日現在

主 た る 事 務 施 設 の 名 称

所 の 所 在 地 業 務 の 区 分

北光記念病院

救急医療

函館渡辺病院

精神科救急医療

北斗病院

救急医療

孝仁会記念病院

救急医療

禎心会病院

救急医療

新札幌恵愛会病院

へき地医療

友愛会恵愛病院

精神科救急医療

日鋼記念病院

天使病院

周産期医療

西岡病院

へき地医療

恵佑会札幌病院

へき地医療

北広島病院

へき地医療

南部病院

救急医療

中通総合病院

救急医療

横手興生病院

精神科救急医療

佐藤病院

精神科救急医療

福島第一病院

救急医療

一陽会病院

精神科救急医療

菅間記念病院

救急医療

黒須病院

救急医療

沼田脳神経外科循環器科病院

救急医療

関越病院

救急医療

習志野第一病院

救急医療

千葉西総合病院

救急医療

船橋二和病院

救急医療

小児救急医療

木更津病院

精神科救急医療

袖ヶ浦さつき台病院

精神科救急医療

東大和病院

救急医療

立川相互病院

救急医療

河北総合病院

救急医療
小児救急医療

東名厚木病院

救急医療

大船中央病院

救急医療

三之町病院

救急医療

桑名病院

救急医療

恵寿総合病院

救急医療

上野　文昭 平成22年4月1日

埼 玉 県
社会医療法人社団
新都市医療研究会〔関越〕会

埼玉県鶴ヶ島市
大字脚折１４５－１

塙　正男 平成22年4月1月

平成22年4月1日
千葉県習志野市
津田沼５－５－２５

千 葉 県

平成22年8月26日

石川　広己

北海道室蘭市
新富町1-5-13

東京都立川市錦町
一丁目16番15号

小泉　　博史

佐々木　一男

社会医療法人社団　同仁会

社会医療法人　嵐陽会

栃 木 県

8.社会医療法人の認定状況について

都 道 府 県

青 森 県
青森県三戸郡南部町大字
沖田面字千刈３６番地２

小笠原　博

西村 昭男

秋田県秋田市南通
みその町３番３３号

理事長氏名

齋藤　孝次

北海道札幌市中央区
北１条東１－２－３

北海道釧路市
愛国１９１番２１２

北海道帯広市
稲田町基線７番地５

法人名

橋本  郁郎 

社会医療法人　孝仁会

北海道函館市
湯川町１－３１－１

社会医療法人社団　カレスサッポロ

認定年月日

平成20年7月10日

平成20年11月1日

平成20年12月1日

社会医療法人財団　河北医療財団

社会医療法人　北斗

平成21年4月1日

平成21年4月1日

平成21年4月1日

平成21年4月1日

石川県七尾市
富岡町９４番地

平成20年11月1日

小山　　眞

神野 正博

平成21年10月1日

平成22年10月1日

平成21年2月1日

平成22年8月26日

平成21年9月1日

福島県福島市
八島町１５番２７号

寺山　賢次

杉田　多喜男

佐藤　忠宏

栃木県那須塩原市
大黒町２番５号

福島県福島市北沢又字
成出１６番地の２

東京都東大和市
南街１－１３－１２

川口　崇

平成22年9月1日

平成22年1月1日

平成21年4月1日

平成21年4月1日

平成21年1月1日菅間 　博

細川　正夫

平成20年11月1日

平成21年3月1日

平成21年3月1日

勝木　良雄 平成22年3月1日

社会医療法人　恵和会
北海道札幌市豊平区
西岡4条4丁目1番52号

社会医療法人  福島厚生会

社会医療法人　友愛会
北海道登別市
鷲別町2丁目32番地1

北 海 道

社会医療法人　禎心会

秋 田 県

北海道札幌市東区
北44条東8丁目1番6号

社会医療法人　函館渡辺病院

社会医療法人　博進会

社会医療法人　恵佑会

社会医療法人　母恋

社会医療法人　明和会

社会医療法人社団　即仁会

山 形 県

神 奈 川 県

社会医療法人財団　互恵会

東 京 都

群 馬 県 社会医療法人　輝城会

福 島 県

社会医療法人社団　さつき会

社会医療法人社団　健生会

社会医療法人　恵生会

社会医療法人　興生会

千葉県松戸市
金ヶ作１０７番地の１

社会医療法人財団　董仙会

新潟県三条市本町
五丁目２番３０号

社会医療法人財団　大和会

社会医療法人社団　千葉県勤労者医療協会
千葉県千葉市花見川区
幕張町4丁目５２４番地の２

栃木県さくら市
氏家２６５０番地

神奈川県厚木市
船子２３２番地

社会医療法人　木下会

西松　輝高

社会医療法人　桑名恵風会

中　　佳一

群馬県沼田市
栄町８

山本　　賢

三橋　稔

河北　博文
東京都杉並区
阿佐谷北一丁目７番３号

新潟県新潟市東区
河渡甲１４０番地

社会医療法人社団　三思会

石 川 県

新 潟 県

神奈川県鎌倉市
大船６－２－２４

平成22年9月1日

社会医療法人　菊田会

秋田県横手市
根岸町８番２１号

社会医療法人　博愛会

平成22年8月26日

平成21年7月1日

千葉県木更津市
岩根二丁目3番1号

徳田　虎雄

中村　和成

平成22年9月1日
北海道札幌市白石区
本通14丁目北1番1号

平成22年4月1日

北海道北広島市
栄町1丁目5番地2

鈴木　勝美

救急医療
災害医療
小児救急医療

遠藤　秀雄 平成22年3月1日

西澤　寛俊

徳田　禎久 平成22年3月1日

社会医療法人　公徳会
山形県南陽市椚塚
９４８番地の１

社会医療法人　一陽会

星野 俊一

佐藤　郁夫

古瀬　　信

千葉県袖ヶ浦市長浦駅前
5丁目21番地

矢田　洋三
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主 た る 事 務 施 設 の 名 称

所 の 所 在 地 業 務 の 区 分
都 道 府 県 理事長氏名法人名 認定年月日

相澤病院

救急医療

菅平高原クリニック

へき地医療

城西病院

精神科救急医療

木沢記念病院

救急医療

松波総合病院

救急医療

東栄町国民健康保険東栄病院

へき地医療

一宮西病院

救急医療

八千代病院

救急医療

成田記念病院

救急医療

総合心療センターひなが

精神科救急医療

草津総合病院

救急医療
小児救急医療
災害医療

第二岡本総合病院

救急医療

堀川病院

救急医療

太秦病院

救急医療

大島病院

救急医療

千船病院

救急医療
小児救急医療

高槻病院

救急医療
小児救急医療
周産期医療

加納総合病院

救急医療

北大阪病院

救急医療

中野こども病院

小児救急医療

府中病院

救急医療

ベルランド総合病院

救急医療
小児救急医療

佐野記念病院

救急医療

総合病院多根病院

救急医療

馬場記念病院

救急医療

若草第一病院

救急医療

森之宮病院

救急医療

総合病院南大阪病院

救急医療

守口生野記念病院

救急医療

本田病院

救急医療

上山病院

救急医療

阪南中央病院

周産期医療
小児救急医療

耳原総合病院

救急医療

八尾総合病院

救急医療

愛知県安城市
住吉町2丁目2番7号

松本　隆利

愛知県一宮市奥町
字下口西89番地1

社会医療法人　山弘会

社会医療法人　弘道会
大阪府守口市佐太中町六丁
目１７番３３号

平成21年11月1日

愛 知 県

大道　道大

生野　弘道

大阪府大阪市鶴見区
鶴見４丁目１番３０号

本田　盛久

平成20年9月1日

平成21年4月1日

平成21年1月1日

平成21年1月1日

成田　眞康

中村　 薫

岡本　豊洋

平成21年4月1日

小川　嘉誉

平成21年1月1日

平成22年7月1日

水野 光邦

平成21年4月1日

近藤　泰正

平成22年4月1日

平成21年7月1日

社会医療法人　恵仁会
長野県佐久市
中込三丁目１５番地６

平成22年7月1日

岐阜県羽島郡笠松町
田代１８５番地の１

社会医療法人　蘇西厚生会

滋賀県草津市矢橋町1660滋 賀 県

社会医療法人　真美会

京 都 府

社会医療法人　城西医療財団

社会医療法人　盛和会

社会医療法人　厚生会

社会医療法人　若弘会

社会医療法人　誠光会

社会医療法人財団　新和会

社会医療法人　景岳会

大 阪 府

社会医療法人　きっこう会

社会医療法人　生長会

社会医療法人　ペガサス

社会医療法人　弘仁会

社会医療法人　和交会

大阪府大阪市浪速区日本橋
四丁目７番１７号

大阪府和泉市肥子町
一丁目１０番１７号

京都府京都市上京区
堀川通今出川上ル
北舟橋町８６５番地

社会医療法人　栄公会

社会医療法人　大道会

大阪府大阪市西区境川
一丁目２番３１号

黒澤　一也

社会医療法人　岡本病院（財団）

平成21年1月1日

平成21年4月1日

長野県松本市
城西１丁目５番１６号

長野県松本市
本庄２－５－１

松波 英寿

平成20年12月1日

平成21年11月1日

平成20年10月1日

相澤 孝夫

山田 實紘

関　健

平成22年1月1月

平成20年10月1日

平成21年4月1日

平成22年4月1月

平成21年4月1日

大阪府堺市西区浜寺船尾町
東四丁２４４番地

大阪府大阪市住之江区東加
賀屋一丁目１８番１８号

大阪府寝屋川市
秦町１５番３号

大阪府泉佐野市中町
三丁目４番５号

社会医療法人　協和会

夏目　　忠

上林　弘和

京都府京都市伏見区
京町９丁目５０番地

社会医療法人財団　慈泉会

大嶋　嘉正

社会医療法人財団　せせらぎ会

大阪府大阪市北区
天神橋七丁目５番２６号

社会医療法人　杏嶺会

社会医療法人　明陽会

京都府京都市伏見区
桃山町泰長老１１５番地

大阪府大阪市西淀川区
佃二丁目２番４５号

京都府京都市右京区
太秦帷子ノ辻町
３０番地

社会医療法人　愛仁会

社会医療法人　西陣健康会

岐 阜 県

愛知県豊橋市白河町７８

岐阜県美濃加茂市
古井町下古井５９０

長 野 県

平成22年1月1日

飛田　忠之

平成21年1月1日

大阪府大阪市旭区
新森四丁目１３番１７号

三 重 県 社会医療法人　居仁会

平成22年1月1月

三重県四日市市日永
5039番地

藤田　康平 平成22年3月5日

筒泉　正春

加納　繁照

川合　弘毅

馬場　武彦 平成21年1月1日

木野　稔

平成21年1月1日田口　義丈

小林　卓

大阪府大阪市城東区東中浜
一丁目５番１号

加茂　久樹

愛知県北設楽郡東栄町
大字三輪字上栗5番地

社会医療法人　阪南医療福祉センター
大阪府松原市
南新町３丁目３番２８号

三浦　洋 平成22年7月1日

平成23年1月1日

社会医療法人　同仁会
大阪府堺市堺区
老松町２丁目５８番１号

社会医療法人　医真会
大阪府八尾市
沼１丁目４１番地

森　功

池田　信明 平成23年1月1日
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畷生会脳神経外科病院

救急医療

西宮渡辺病院

救急医療

高井病院

救急医療

北出病院

救急医療

渡辺病院

精神科救急医療

医療福祉センター倉吉病院

精神科救急医療

六日市病院

救急医療

西川病院

精神科救急医療

安来第一病院

精神科救急医療

哲西町診療所

へき地医療

金田病院

救急医療

光生病院

救急医療

水島中央病院

救急医療

倉敷平成病院

救急医療

寺岡記念病院

救急医療

脳神経センター大田記念病院

救急医療

興生総合病院

救急医療
災害医療

神原病院

救急医療

沼隈病院

救急医療

周南記念病院

救急医療

尾中病院

救急医療

総合病院回生病院

救急医療
災害医療

村上記念病院

救急医療

西条中央病院

小児救急医療

第一病院

救急医療

瀬戸内海病院

救急医療

近森病院

救急医療
災害医療

福岡記念病院

救急医療

木村病院

救急医療

聖マリア病院

救急医療
災害医療
小児救急医療
周産期医療

小波瀬病院

救急医療

栄光病院

救急医療

新小文字病院
新行橋病院
福岡新水巻病院

救急医療

福岡和白病院

救急医療
災害医療

広 島 県

下稲葉　康之

社会医療法人　同仁会

鳥取県倉吉市
山根４３番地

愛媛県西条市大町
７３９番地

平成22年4月1日

平成22年4月1日

平成21年12月1日

島根県安来市安来町
８９９番地１

平成21年11月1日

平成20年10月1日

平成21年12月1日

平成21年9月1日

杉原　建

藤井 省三

山口県宇部市常盤町
２－４－５

広島県福山市
新市町大字新市３７番地

愛 媛 県

大田　泰正

渡辺　　憲
鳥取県鳥取市
東町３丁目３０７番地

尾中　宇蘭

愛媛県今治市宮下町
１丁目１番地２１号

社会医療法人　渡邊高記念会

広島県三原市皆実三丁目
３番２８号

平成21年4月1日

平成21年12月1日

福岡県北九州市門司区
大里新町２番５号

伊藤　翼

福岡県糟屋郡志免町
別府西３丁目８番１５号

愛媛県今治市北宝来町
二丁目４番地９

小堀　迪夫

福岡県福岡市早良区
西新１丁目１番３５号

香 川 県

愛媛県西条市朔日市８０４番
地

和久井　康明

曽我部　仁史

社会医療法人　定和会

社会医療法人　高清会

社会医療法人　里仁会

奈 良 県

鳥 取 県

福岡県京都郡苅田町大字新
津１５９８番地

大塚　量

川内　彰

福岡県福岡市博多区
千代２丁目１３番１９号

木村　豊

福岡県久留米市
津福本町４２２番地

藤原　恒弘

社会医療法人社団　更生会

兵 庫 県

社会医療法人財団　池友会

高 知 県

島 根 県 社会医療法人　清和会

社会医療法人　沼南会

社会医療法人　緑壮会

社会医療法人社団　陽正会

山 口 県

社会医療法人　尾中病院

社会医療法人　昌林会

社会医療法人　全仁会

岡 山 県

社会医療法人　石州会

社会医療法人　栄光会

社会医療法人　近森会

社会医療法人　大成会

社会医療法人　雪の聖母会

社会医療法人　生きる会

社会医療法人社団　至誠会

社会医療法人　陽明会

社会医療法人　水和会
岡山県倉敷市
水島青葉町４－５

社会医療法人　仁厚会

社会医療法人　明和会 医療福祉セン
ター

平成21年1月1日

近森　正幸

平成21年10月1日

平成20年11月1日

平成22年1月1日

平成21年12月1日

平成20年12月1日

平成21年4月1日

平成21年3月2日

高知県大川筋１丁目１番１６
号

奈良県天理市
蔵之庄町４６１番地の２

社会医療法人財団　大樹会

社会医療法人　黎明会

社会医療法人　光生病院

広島県福山市沖野上町
三丁目６番２８号

広島県福山市赤坂町大字
赤坂１３１３番地

平成21年1月1日

佐々木　恭子
兵庫県西宮市室川町１０番２２
号

平成20年10月1日

和歌山県御坊市湯川町
財部７２８番地の４

北出　俊一 平成21年7月27日

平成23年1月1日

島根県浜田市港町
２９３－２

平成21年3月1日

平成20年10月1日

寺岡　　暉

平成22年1月1日

社会医療法人 祥和会

竹重　元寛

平成22年12月1日

村上 凡平

山口県下松市
生野屋南１－１０－１

平成22年4月1月

金田　道弘

松浦 一平

社会医療法人　同心会

社会医療法人　真泉会

井手　義雄

平成21年1月1日

香川県坂出市
室町三丁目５番２８号

平成20年11月26日

岡山県新見市
哲西町矢田３６０４

社会医療法人　哲西会

神原　　浩

広島県福山市沼隈町大字
常石１０８３番地

檜谷　鞠子

岡山県倉敷市
老松町４－３－３８

高尾　武男

秋岡　達郎 平成22年10月1日

佐藤　　勝

岡山県岡山市北区
厚生町３丁目８番３５

佐能　量雄 平成22年4月1日

岡山県真庭市西原６３ 平成21年12月1日

福 岡 県

大 阪 府 社会医療法人　信愛会

島根県鹿足郡吉賀町
六日市３６８番地４

重冨 　亮

西川　正

吉川　幸弘

和 歌 山 県

高井　重郎

平成22年4月1日

平成22年4月1日

大阪府交野市
私部２丁目１１番３８号
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主 た る 事 務 施 設 の 名 称

所 の 所 在 地 業 務 の 区 分
都 道 府 県 理事長氏名法人名 認定年月日

戸畑共立病院

救急医療

那珂川病院

救急医療

山元記念病院

救急医療

長崎記念病院

救急医療
小児救急医療

熊本リハビリテーション病院

へき地医療

天心堂へつぎ病院

救急医療

大分岡病院

救急医療

佐賀関病院

へき地医療

大分三愛メディカルセンター

救急医療
災害医療

千代田病院

救急医療

サザン・リージョン病院

救急医療

整形外科米盛病院

救急医療

ウエルフェア九州病院

精神科救急医療

田上病院

へき地医療

ハートライフ病院

救急医療

中頭病院

救急医療
小児救急医療

浦添総合病院

救急医療

海老名総合病院

救急医療

東埼玉総合病院

救急医療

川崎幸病院

救急医療

狭山病院

救急医療

合 計 116 法人

熊 本 県 社会医療法人社団　熊本丸田会
熊本県熊本市
九品寺一丁目１５番７号

丸田　秀一 平成22年9月1日

福岡県北九州市戸畑区
沢見二丁目５番１号

平成22年4月1日

平成21年4月1日

社会医療法人　関愛会
大分県大分市
佐賀関７５０－８８

平成21年11月1日

社会医療法人　敬和会
大分県大分市西鶴崎
３丁目７番１１号

岡　　敬二

長 崎 県 平成21年4月1日

平成21年1月1日

平成22年4月1日

下河辺　智久

神奈川県海老名市
河原口１３２０

大分県大分市大字中戸次
字二本木５９５６番地

平成21年1月5日千代反田　晋

平成21年11月1日半澤　一邦大分県大分市市１２１３

社会医療法人　ｼﾞｬﾊﾟﾝﾒﾃﾞｨｶﾙｱﾗｲｱﾝｽ 杉原　弘晃 平成21年4月1日

社会医療法人 仁愛会
沖縄県浦添市
伊祖４丁目１６番１号

宮城　敏夫

平成21年11月1日社会医療法人財団　石心会
神奈川県川崎市幸区
都町３９番地１

石井 暎禧

社会医療法人　緑泉会

大 臣 所 管

社会医療法人　聖医会

鹿児島県枕崎市
白沢北町１９１番地

平成21年4月1日

平成21年3月1日安里　哲好

沖 縄 県

平成21年10月1日

沖縄県沖縄市知花
６丁目２５番５号

社会医療法人　かりゆし会

平成21年3月1日

社会医療法人　長崎記念病院

社会医療法人　泉和会

佐 賀 県

社会医療法人財団　天心堂

宮 崎 県

平成21年4月1日

米盛　　學

大山　朝弘

沖縄県中頭郡中城村
字伊集２０８番地

牧角　寛郎

鮫島　秀弥 平成21年9月1日

田上　容正 平成22年4月1日

福井　 洋

社会医療法人　敬愛会

社会医療法人　喜悦会
福岡県福岡市南区
向新町二丁目１７番１７号

井上　史子

社会医療法人　慈生会

鹿児島県鹿児島市
草牟田２丁目２９番５０号

鹿児島県枕崎市
緑町２２０番地

宮崎県日向市鶴町
２丁目９番２０号

松本 文六

山元　章生

長崎県長崎市深堀町
１丁目１１番５４

佐賀県伊万里市
二里町八谷搦１３番地５

社会医療法人　三愛会

大 分 県

社会医療法人　共愛会

平成20年10月8日

長松　宜哉

鹿 児 島 県

社会医療法人　義順顕彰会

社会医療法人　謙仁会

鹿児島県西之表市
西之表７４６３番地

福 岡 県
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９．院内感染対策中央会議提言（案） 

 

１ はじめに 

わが国における院内感染は、患者の高齢化による易感染者の増加や、多

剤耐性菌の拡がりにより、各医療機関における対応が難しくなっている現状

があり、医療法施行規則に則り、個々の医療機関における日常的な実効ある

感染制御の取り組みとともに、地域の医療機関等でネットワークを構築し、

院内感染発生時にも各医療機関が適切に対応できるよう相互に支援する体

制の構築が重要である。 

今般の提言において、通常時と院内感染発生時における院内感染対策を、

各医療機関内、医療機関間の連携、行政の関わりという観点からそれぞれと

りまとめたので参考とされたい。 

 

２ 通常時の対応 

（１）医療機関内における対応 

１）医療機関における院内感染対策の組織体制について 

医療機関内の業務従事者のいずれもが起因微生物を媒介する可能性

を持つことから、全ての業務従事者が感染対策に対する正しい知識等

を有し、その対策を徹底することが重要である。現実には、医療機関

内の院内感染対策は、入院する患者の特性から、それぞれの病棟ごと

に医療従事者の意識が異なる傾向があるが、基本となる標準的予防策

が確実に行われる必要がある。そのためには、医療機関内の各部署か

ら院内感染に係る情報が院内感染対策委員会（※）に報告され、院内感染

対策委員会から状況に応じた対応策が現場に迅速に還元されなければ

ならない。 

（※下線のある用語については末尾にその説明を付している。以下同じ） 

また、各医療機関の管理者は、感染制御チームが円滑に活動できる

よう、感染制御チームの院内での役割と位置づけを明確化し、医療機

関内の業務従事者からの理解と協力が得られる環境を整える必要があ

る。 

２）感染制御チームについて 

病床規模の大きい医療機関（目安として病床が 300 床以上）におけ

る感染制御チームによる定期的なラウンドは、可能な限り１週間に１

度以上の頻度で感染制御に携わる医師、看護師、検査技師、薬剤師の

うち少なくとも２名以上の参加の上で行うことが望ましい。その際に

は、検査室の病棟別のデータ等を活用して感染症患者の発生状況等を

平成２２年１２月２１日（火） 
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点検するとともに、各種の予防策の実施状況やその効果等を定期的に

評価し、各病棟のリンクナースの活用等により臨床現場への適切な支

援を行っていくことが必要である。 

リンクナースや病棟の責任者、診療科責任者は、それぞれ業務従事

者に対し、感染制御チームから提供された情報を確実に伝達するとと

もに、標準的予防策の励行等基本的な事項の徹底も含め、必要に応じ

た対策を遵守させることが必要である。 

中小規模の医療機関（目安として病床が 300 床未満）におけるラウ

ンドでは、マンパワーが少ない傾向がみられるため、看護師が 1 人で

ラウンドすることが多く、医師等に意見することに苦慮するケースも

存在する。些細な問題についても管理者や地域のネットワークに参加

する医療機関の専門家等に相談し、支援を受けることができる体制を

確立することが必要である。 

また感染制御チームは、ラウンドにおいて各病棟における抗生剤の

使用状況を確認し、必要に応じて指導を行うことが必要である。 

 

（２）医療機関間の連携について 

医療機関における院内感染対策は、各医療機関それぞれの判断と責任

において実施されるべきものであるが、緊急時に地域の医療機関同士が

速やかに連携して各医療機関の対応への支援がなされるよう、医療機関

相互のネットワークを地域において構築し、日常的な相互の協力関係を

築くことが必要である。その際、地域のネットワークの拠点の医療機関

として、大学病院や国立病院機構傘下の医療機関、公立病院等地域にお

ける中核医療機関、あるいは学会指定医療機関等が中心的な役割を担う

必要がある。 

 

（３）行政の関わり 

１）地方自治体の役割 

各医療機関が地域での院内感染の発生動向を把握し、適切な院内感

染対策を講じることができるよう、各地方自治体は厚生労働省が実施

する院内感染対策サーベイランス(ＪＡＮＩＳ)事業において収集した

薬剤耐性菌の検出状況や特定の薬剤耐性菌等による感染症患者の発生

動向に関する地域別の情報を把握・分析し、積極的に各医療機関へ情

報提供することが必要である。そのためにも、地方衛生研究所等にお

ける院内感染の起因微生物の検査体制を充実強化させる必要がある。 

また、関係医療機関との調整により、地域における院内感染対策の
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ためのネットワーク作りを支援することが必要である。具体的には、

院内感染発生時に備え、 ICD（ Infection Control Doctor）や

ICN(Infection Control Nurse)などの専門家のリストアップを行うこ

とや医療機関相互の日常の協力関係が構築できるよう関係者への呼び

かけを行うなどが考えられる。 

２）国の役割 

各医療機関が自ら院内感染対策の充実を図れるよう、院内感染対策サ

ーベイランス（ＪＡＮＩＳ）事業の情報発信機能を強化する必要がある。

具体的には、ＪＡＮＩＳ参加医療機関から得られたデータを、各自治体

や一般の医療機関が有効に活用できるようわかりやすく情報提供する

とともに、参加医療機関にとっても日常的な院内感染対策において活用

しやすい形式での情報の還元が望まれる。 

例えば、各自治体に対しては、所管地域の医療機関における薬剤耐性

菌の検出状況や感染症患者の発生動向を把握・分析し、医療機関に情報

提供しやすい形式で、情報を自治体に提供することが必要である。 

一般医療機関に対しては、ＪＡＮＩＳからの季報等の公表データから

薬剤耐性菌の発生動向が把握できるよう、できるだけ迅速に、参加医療

機関から収集したデータを集計・解析し、公開する必要がある。 

ＪＡＮＩＳ参加医療機関に対しては、特定の薬剤耐性菌の各病棟での

分布状況等、視覚的にも認知できるデータ解析ツールを提供するなど、

より院内感染対策の充実に結びつきやすい形式で情報提供する必要が

ある。 

院内感染の発生の防止や感染拡大への対応のための費用や感染制御

医療従事者の養成のコストが、各医療機関に負担になっているとの指摘

があることから、必要な検査の実施や、一定の院内感染対策のための体

制を確保する方策について検討すべきである。 

また、新型の薬剤耐性菌などの出現や拡大などを想定し、それらに対

応可能な研究体制の充実や、解析体制の強化への支援も行う必要がある。 

 

３ 院内感染発生時の対応 

多剤耐性菌による院内感染事例を想定している。他の起因微生物に対し

ては、それぞれ微生物の性質に鑑み、必要に応じて以下の基準を参考に対策

を立てることが適当である。 

（１）医療機関内での対応 

同一医療機関内又は同一病棟内で同一菌種による感染症の集積が見ら

れ、疫学的にアウトブレイクが疑われると判断した場合、当該医療機関
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は院内感染対策委員会を開催し、１週間以内を目安に院内感染対策を策

定かつ実施することが必要である。アウトブレイクと仮定する目安とし

ては一例目の発見から４週間以内に、同一病棟において新規に同一菌種

による感染症例３例以上が特定された場合、あるいは、同一施設内で同

一菌株と思われる感染症例（抗菌薬感受性パターンが類似した症例等）

３例以上が特定された場合などが考えられる。 

その後、新たな感染者または保菌者（以下「感染者等」という）を認

めた場合、院内感染対策に不備がある可能性が有ると判断し、速やかに

通常時から協力関係にある地域のネットワークに参加する医療機関等の

専門家に感染拡大の防止に向けた支援を依頼することが必要である。 

（２）医療機関間の連携と支援 

院内感染が発生した医療機関から依頼を受けた地域のネットワークに

参加する医療機関等の専門家は、当該医療機関が策定した院内感染対策

の内容や実施方法について助言し支援を行うことが求められる。 

地域のネットワークに参加する医療機関等の専門家による支援のみで

の解決が難しいと判断される場合は、地方衛生研究所や国立感染症研究

所等への相談等必要である。 

（３）行政の関わり 

医療機関内での院内感染対策を講じた後、同一医療機関内で同一菌種

による感染者等が多数にのぼる場合（目安として 10名以上となった場合）

または当該院内感染事案との因果関係が否定できない死亡者が発生した

場合においては、管轄する保健所にすみやかに報告する必要がある。（こ

のような場合に至らない時点であっても、医療機関の判断の下、必要に

応じて保健所に連絡・相談することが望ましい）。 

院内感染発生の報告を受けた保健所は、当該院内感染発生事案に対す

る医療機関の対応が、事案発生当初の計画どおり実施され効果を上げて

いるか、また地域のネットワークに参加する医療機関等の専門家による

支援が順調に進められているか、一定期間内、定期的に確認し、必要に

応じてＪＡＮＩＳのデータを活用して指導及び助言を行うことが重要で

ある。保健所による指導及び助言は、必要に応じて地域のネットワーク

に参加する医療機関等の専門家の判断も参考にすることが求められる。

また、院内感染の起因となる微生物の発生動向に関し、当該医療機関内

のみならず地域的な広がりについても把握する必要がある。 

なお保健所は、医療機関からの報告を受けた後、都道府県や政令市等

と緊密な連携をとり、必要に応じて対応していくことが重要である。 

ただし、保健所への報告を法律上で義務付けることについては、個々
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の事案が報告すべき事項に該当するかどうかは必ずしも厳密に判断でき

るものではなく、また、法律上義務付けることで各医療機関が萎縮して

しまうおそれもあることから、報告を求める方法としては、通知による

運用を念頭に検討すべきである。 

 

４ その他 

現在の医療において、院内感染の発生そのものを全て無くすことは不可能で

あり、救急患者の受け入れ等を積極的に行う医療機関ほど発生の確率が高くな

ると考えられる。的確な院内感染対策を実施している医療機関においても、院

内感染は一定頻度起こり得るものであるため、そのような際にも医療機関の院

内感染対策について冷静に判断することが重要であり、社会的非難を恐れてか

えって院内感染の発生が報告されず対応が後手に回ってしまうことのないよ

う、国民的な理解を進めることが求められる。 
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用語の説明 

 

院内感染対策委員会（感染対策委員会）Infection Control Committee（ICC） 

 医療機関が管理者（院長や理事長）直属に設置する院内感染対策のための委員会のことを指し、医療機関内の様々な

職種の代表者を委員として、定期的且つ問題があった場合に開催するもの 

 

感染制御チーム Infection Control Team（ICT） 

 院内で発生する感染症（医療関連感染症 healthcare-associated infections 

）を管理する、つまり、感染制御 infection prevention and control（感染症の予防と制圧）を任務とする、医師、看

護師、薬剤師、臨床検査技師等により構成されたチームのことを指す 

 

インフェクション・コントロール・ドクターInfection Control Doctor（ICD） 

 感染制御を任務とする医師のことを指し、感染制御チームの一員として院内感染拡大防止や発生予防を主な任務とし

ている 

 

インフェクション・コントロール・ナース Infection Control Nurse (ICN) 

 感染制御を任務とする専門的な研修を受けた看護師のことを指し、感染制御チームの一員として院内感染拡大防止や

発生予防を主な任務としている 

 

ラウンド Ward liaison 

 感染制御チームによって医療機関内全体をくまなく、あるいは、必要な部署/部位を巡回し、必要に応じてそれぞれの

部署に対して指導など行う。 

 

リンクナース Link nurse(s) 

 各部署に配置され、感染制御チームと臨床現場とのパイプ役としての任務を行い各部署で模範的に感染対策を推進す

る看護師をさす。 

 

標準的予防策 Standard precautions 

(cf:① www.reproline.jhu.edu/english/4morerh/4ip/IP_manual/02_StandardPrecaution.pdf 

 ②http://www.cdc.gov/ncidod/dhqp/pdf/isolation2007.pdf )  

 医療従事者が業務にあたり、全ての患者に対して感染予防のために行う予防策のことを指し、手洗い、手袋やマスク

の着用といった基本的な内容が含まれている。 

 

院内感染対策サーベイランス(ＪＡＮＩＳ)事業 

 薬剤耐性菌による感染症の発生状況を調査するために、調査に参加している医療機関から定期的に薬剤耐性菌の発生

状況を収集し分析した上で、参加医療機関、一般に対し情報を提供している。 
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１０．医師臨床研修について

(1) 研修医マッチングの結果について

医師臨床研修マッチング協議会が実施した平成22年度
研修医マッチングの結果の概要は以下のとおりです。

①概要

○マッチングの募集定員 10,692人（前回 10,500人）
○希望順位登録者数 8,331人（前回 8,200人）
○内定者数(マッチ者数) 7,998人（前回 7,875人）
○内定率（マッチ率） 96.0％（前回 96.0％）

※１ 研修医マッチングとは、臨床研修を受けようとする者（医学生等）と臨床研修を

行う病院（大学病院・臨床研修病院）の研修プログラムを、お互いの希望を踏まえ

て、一定の規則（アルゴリズム）に従って、コンピュータにより組み合わせを決定

するシステムです。

※２ 今回のマッチングは、平成23年度から臨床研修を開始する研修希望者を対象とし

ています。

※３ 内定者とは、今回のマッチングにより研修先の病院が内定した医学生等です。

②地域別の状況

○都市部の６都府県（東京都、神奈川県、愛知県、京都府、
大阪府、福岡県）以外の内定者の割合は、前回より増加
して52.4%となり、平成16年度の新制度導入後、過去最大
になりました。

○６都府県以外の41道県のうち、23県（56%）で前回より内
定者数が増加し、16道県(39%)で減少しました。（２県は
前年同数です。）

※ 20年度マッチング 21年度マッチング 22年度マッチング
51.3% → 52.3％ → 52.4％

臨床研修病院等のマッチング結果（６都府県・その他）の推移

H15' H16' H17' H18' H19' H20' H21' H22'

（H 16' 研修） （H 17' 研修） （H 18' 研修) （H 19' 研修） （H 20' 研修） （H 21' 研修） （H 22' 研修） （H 23' 研修）

６都府県(％） 47.7% 49.4% 48.7% 48.6% 48.0% 48.7% 47.7% 47.6%

その他(％） 52.3% 50.6% 51.3% 51.4% 52.0% 51.3% 52.3% 52.4%

６都府県（人） 3,699 3,949 3,948 3,936 3,852 3,828 3,760 3,804

その他（人） 4,057 4,051 4,152 4,158 4,178 4,030 4,115 4,194

合計（人） 7,756 8,000 8,100 8,094 8,030 7,858 7,875 7,998

135



臨床研修病院等のマッチング結果（６都府県・その他）の推移（グラフ）

※内定者数が増加した主な県

20年度マッチング 21年度マッチング 22年度マッチング
群 馬 県 84人 → 77人 → 92人（+ 15人）
埼 玉 県 183人 → 183人 → 223人（+ 40人）
鳥 取 県 29人 → 25人 → 44人（+ 19人）
島 根 県 47人 → 31人 → 45人（+ 14人）
岡 山 県 155人 → 152人 → 187人（+ 35人）
愛 媛 県 65人 → 57人 → 79人（+ 22人）

※６都府県の状況
(再掲）

20年度マッチング 21年度マッチング 22年度マッチング うち小児科・産科
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ内定者数

東 京 都 1,385人 → 1,351人 → 1,409人 (+ 58人） 60人
神奈川県 601人 → 596人 → 579人（▲17人） 11人
愛 知 県 510人 → 515人 → 489人（▲26人） 17人
京 都 府 268人 → 251人 → 265人（+ 14人） 14人
大 阪 府 604人 → 601人 → 624人（+ 23人） 14人
福 岡 県 460人 → 446人 → 438人（▲ 8人） 6人

※ ６都府県において内定者数が前回より増加しているのは、募集定員20人以上の臨床研

修病院・大学病院で必置となっている将来小児科医又は産科医になることを希望とする

研修医を対象とした研修プログラムの募集定員（各ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ２名。各病院で合計４名）

を、都道府県の募集定員の上限の枠外とした影響によるものと考えられます。

47.0%

48.0%

49.0%

50.0%

51.0%

52.0%

53.0%

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

６都府県(%)

その他(%)
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③大学病院と臨床研修病院別の状況

○大学病院の内定者の割合は47.9%となり、前回よりも減少
しました。

○大学病院114病院のうち、61病院（54%）で前回より内定
者数が増加し、45病院(39%)で減少しました。（８病院は
前年同数です。）

※ 20年度マッチング 21年度マッチング 22年度マッチング
大 学 病 院 49.1% → 49.7% → 47.9%
臨 床 研 修 病 院 50.9% → 50.3% → 52.1%

臨床研修病院等のマッチング結果（臨床研修病院・大学病院別）の推移

H15' H16' H17' H18' H19' H20' H21' H22'

（H 16' 研修） （H 17' 研修） （H 18' 研修） （H 19' 研修） （H 20' 研修） （H 21' 研修） （H 22' 研修） （H 23' 研修）

臨床研修病院(％) 41.2% 47.3% 51.7% 51.2% 50.9% 50.9% 50.3% 52.1%

大 学 病 院 ( ％ ) 58.8% 52.7% 48.3% 48.8% 49.1% 49.1% 49.7% 47.9%

臨床研修病院(人) 3,193 3,784 4,184 4,148 4,087 3,999 3,959 4,170

大 学 病 院 ( 人 ) 4,563 4,216 3,916 3,946 3,943 3,859 3,916 3,828

合 計（人） 7,756 8,000 8,100 8,094 8,030 7,858 7,875 7,998

臨床研修病院等のマッチング結果（臨床研修病院・大学病院別）の推移（グラフ）

40.0%

45.0%

50.0%

55.0%

60.0%

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

臨床研修病院

大学病院
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都道府県
平成１５年度
採用実績 ①

平成２１年度
マッチ者数②

平成２２年度
マッチ者数③

増減③－② 増減③－①

北 海 道 288 276 257 △ 19 △ 31

青 森 県 56 62 69 7 13

岩 手 県 38 74 70 △ 4 32

宮 城 県 88 109 110 1 22

秋 田 県 61 65 51 △ 14 △ 10

山 形 県 56 82 66 △ 16 10

福 島 県 79 72 78 6 △ 1

茨 城 県 85 104 114 10 29

栃 木 県 119 117 115 △ 2 △ 4

群 馬 県 119 77 92 15 △ 27

埼 玉 県 118 183 223 40 105

千 葉 県 268 289 292 3 24

東 京 都 1,707 1,351 1,409 58 △ 298

神 奈 川 県 404 596 579 △ 17 175

新 潟 県 89 92 88 △ 4 △ 1

富 山 県 59 61 46 △ 15 △ 13

石 川 県 95 112 106 △ 6 11

福 井 県 48 73 57 △ 16 9

山 梨 県 54 49 36 △ 13 △ 18

長 野 県 104 125 112 △ 13 8

岐 阜 県 116 102 108 6 △ 8

静 岡 県 109 158 158 0 49

愛 知 県 436 515 489 △ 26 53

三 重 県 77 86 93 7 16

滋 賀 県 83 67 75 8 △ 8

京 都 府 411 251 265 14 △ 146

大 阪 府 689 601 624 23 △ 65

兵 庫 県 310 323 343 20 33

奈 良 県 101 80 76 △ 4 △ 25

和 歌 山 県 68 75 84 9 16

鳥 取 県 51 25 44 19 △ 7

島 根 県 30 31 45 14 15

岡 山 県 146 152 187 35 41

広 島 県 181 151 153 2 △ 28

山 口 県 93 82 85 3 △ 8

徳 島 県 68 55 55 0 △ 13

香 川 県 50 60 52 △ 8 2

愛 媛 県 65 57 79 22 14

高 知 県 47 46 50 4 3

福 岡 県 546 446 438 △ 8 △ 108

佐 賀 県 58 49 38 △ 11 △ 20

長 崎 県 105 85 89 4 △ 16

熊 本 県 115 96 98 2 △ 17

大 分 県 54 62 65 3 11

宮 崎 県 50 38 30 △ 8 △ 20

鹿 児 島 県 91 83 73 △ 10 △ 18
沖 縄 県 81 130 132 2 51

8,166 7,875 7,998 123 △ 168

④都道府県別研修医マッチ者数等
（参加病院の所在地による全国分布）　　
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都道府県
平成１５年度
採用実績 ①

平成２１年度
採用実績 ②

増　減
②－①

平成２２年度
採用実績 ③

増　減
③－②

増　減
③－①

北 海 道 288 290 2 260 △ 30 △ 28

青 森 県 56 62 6 65 3 9

岩 手 県 38 74 36 69 △ 5 31

宮 城 県 88 113 25 113 0 25

秋 田 県 61 75 14 60 △ 15 △ 1

山 形 県 56 62 6 77 15 21

福 島 県 79 70 △ 9 72 2 △ 7

茨 城 県 85 110 25 98 △ 12 13

栃 木 県 119 110 △ 9 107 △ 3 △ 12

群 馬 県 119 82 △ 37 72 △ 10 △ 47

埼 玉 県 118 204 86 204 0 86

千 葉 県 268 270 2 269 △ 1 1

東 京 都 1,707 1,358 △ 349 1,305 △ 53 △ 402

神 奈 川 県 404 586 182 562 △ 24 158

新 潟 県 89 100 11 86 △ 14 △ 3

富 山 県 59 38 △ 21 56 18 △ 3

石 川 県 95 75 △ 20 99 24 4

福 井 県 48 45 △ 3 69 24 21

山 梨 県 54 46 △ 8 44 △ 2 △ 10

長 野 県 104 109 5 116 7 12

岐 阜 県 116 88 △ 28 107 19 △ 9

静 岡 県 109 163 54 160 △ 3 51

愛 知 県 436 493 57 493 0 57

三 重 県 77 83 6 82 △ 1 5

滋 賀 県 83 80 △ 3 67 △ 13 △ 16

京 都 府 411 263 △ 148 246 △ 17 △ 165

大 阪 府 689 578 △ 111 578 0 △ 111

兵 庫 県 310 289 △ 21 305 16 △ 5

奈 良 県 101 70 △ 31 78 8 △ 23

和 歌 山 県 68 72 4 68 △ 4 0

鳥 取 県 51 29 △ 22 23 △ 6 △ 28

島 根 県 30 49 19 29 △ 20 △ 1

岡 山 県 146 153 7 138 △ 15 △ 8

広 島 県 181 141 △ 40 140 △ 1 △ 41

山 口 県 93 62 △ 31 77 15 △ 16

徳 島 県 68 54 △ 14 51 △ 3 △ 17

香 川 県 50 58 8 60 2 10

愛 媛 県 65 62 △ 3 52 △ 10 △ 13

高 知 県 47 35 △ 12 41 6 △ 6

福 岡 県 546 437 △ 109 401 △ 36 △ 145

佐 賀 県 58 47 △ 11 49 2 △ 9

長 崎 県 105 70 △ 35 79 9 △ 26

熊 本 県 115 99 △ 16 91 △ 8 △ 24

大 分 県 54 53 △ 1 57 4 3

宮 崎 県 50 44 △ 6 35 △ 9 △ 15

鹿 児 島 県 91 54 △ 37 74 20 △ 17

沖 縄 県 81 139 58 122 △ 17 41

計 8,166 7,644 △ 522 7,506 △ 138 △ 660

※　採用実績は厚生労働省医政局医事課調べ

３．臨床研修医在籍状況の推移（都道府県別）
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４．医師臨床研修費補助金について

必修化された臨床研修において、研修医が適切な指導体制の下で
研修を実施するための経費として、研修病院の開設者に直接補助し
ている。（公・私立の大学病院、臨床研修病院等を対象）

○ 平成２３年度予算案１４２億円（22年度162億円）
○ 内 容

（１）教育指導経費【特別枠除く】１３１億円 （22年度162億円）
・指導医の確保
・プログラム責任者（副院長クラス）の配置
・研修管理委員会の設置
・医師不足地域及び産婦人科・小児科宿日直研修 等

（２）臨床研修指導医確保事業 １０億円（新規）
【特別枠予算「地域医療確保推進事業」の一部】
・大学病院や都市部の中核病院と医師不足地域の中小病院・

診療所が連携する研修プログラムの作成
・医師不足地域の中小病院等への指導医派遣

（３）臨床研修に関する地域協議会 １億円（新規）
・協議会運営に係る謝金、旅費、会議費等

（募集定員の調整、研修プログラムの共同開発に係るものに限る。）

（参考）

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

予算額 予算額 予算額 予算額 予算額 予算案

合 計 １７０億円 １６２億円 １６１億円 １６１億円 １６２億円 １４２億円

教育指導経費（特別枠除く） １４２億円 １５６億円 １６１億円 １６１億円 １６２億円 １３１億円

臨床研修指導医確保事業 - - - - - １０億円

臨床研修地域協議会 - - － － － １億円

導入円滑化特別加算 ２８億円 ６億円 - － － －

【補助先】公私立大学附属病院、厚生労働大臣の指定した公私立病院等

【補助率】定額

141



現
状

と
課

題

臨
床
研
修
指
導
医
確
保
事
業

平
成

2
3
年

度
予

算
（
案

）
１
０
億

円

現
状

と
課

題

○
医
師
不
足
地
域
の
病
院
に
は
研
修
医
が
集
ま
り
に
く
く
、
医
師
不
足
地
域
の
指
導
医
・
研
修
医
の
確
保
が
課
題
。

具
体

的
な
対

策

○
都
市

部
の

病
院

と
医

師
不

足
地
域
の
中
小
病
院
・
診
療
所

が
連
携
し
た
臨
床
研
修
の
実
施
を
促
進
。

事
業

イ
メ
ー
ジ

効
果

臨
床

研
修

地
域

協
議

会

・
病

院
や

行
政

等
の

代
表

で
構

成
・
病

院
群

の
形

成
や

各
病

院
の

募
集

定
員

の
調

整

厚
生

労
働

省
協
議
会
経
費
補
助

医
師

不
足

地
域

で
の

研
修

計
画

作
成

、
共

同
指

導
に

係
る

経
費

を
補

助

・
医

師
不

足
地

域
へ

指
導

医
を
派

遣

中
小

病
院

医
師

不
足

地
域

医
師

不
足

地
域

中
小

病
院

具
体

的
な
研

修
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

策
定

を
各

病
院

の
担

当
者

で
行

う
。

診
療

所

医
師

不
足

地
域

の
指

導

Ａ
病

院
Ｂ
病

院
中

核
病

院
Ｅ
診

療
所

研
修

医
研

修
医

中
小

病
院

都
市

部

Ｃ
病

院
Ｄ
病

院

中
小

病
院

診
療

所

域
医

確
保

・
医

師
不

足
地

域
の

研
修

医
が

定
期

間
勤

務

（
例

Ａ
Ｂ
病

院
合

同
研

修
プ
ロ
グ
ラ
ム
）

（
例

Ｃ
Ｄ
病

院
合

同
研

修
プ
ロ
グ
ラ
ム
）

指
導

医
指

導
医

医
師

不
足

地
域

医
師

不
足

地
域

医
が

一
定

期
間

勤
務

（
例

：
Ａ
Ｂ
病

院
合

同
研

修
プ
ロ
グ
ラ
ム
）

（
例

：
Ｃ
Ｄ
病

院
合

同
研

修
プ
ロ
グ
ラ
ム
）

指
導

医
・

研
修

医
の

地
域

偏
在

の
是

正
１
年

目
（
医

師
不

足
地

域
）

２
年

目
（
都

市
部

）

Ａ
病
院
で
研
修

Ｂ
病
院
で
研
修

１
年

目
（
都

市
部

）
２
年

目
（
医

師
不

足
地

域
）

Ｃ
病

院
で
研

修
Ｄ
病

院
・
Ｅ
診

療
所

で
研

修

142



１１．医療従事者数等

資 格 名 従 事 者 数 １ 学 年 定 員

医 師 ２８６，６９９ ８，８４６

歯 科 医 師 ９９，４２６ ２，６１１

保 健 師 ５３，２１２ １５，６４２

助 産 師 ３１，３１２ ９，７３４

看 護 師 ９５４，８１８ ５８，６２２

准 看 護 師 ３９４，４３０ １２，３２３

歯 科 衛 生 士 ９６，４２２ ８，６５５

歯 科 技 工 士 ３５，３３７ ２，１２３

診 療 放 射 線 技 師 ６７，３６１ ２，２９６

理 学 療 法 士 ７３，８８８ １３，３０８

作 業 療 法 士 ４７，７５７ ７，１８０

臨 床 検 査 技 師 １６９，２２７ １，５９４

衛 生 検 査 技 師 １３５，８６２

視 能 訓 練 士 ８，７５９ １，１８３

臨 床 工 学 技 士 ２６，０７８ ２，３１５

義 肢 装 具 士 ３，５６６ ２５３

救 急 救 命 士 ３７，５９６ ２，６７５

言 語 聴 覚 士 １５，６７５ ２，６０６

あん摩マッサージ指圧師 １０１，９１３ ２，８１０

は り 師 ８６，２０８ ６，７３４

き ゅ う 師 ８４，６２９ ６，７３４

柔 道 整 復 師 ４３，９４６ ８，７８７

（注）１．従事者数

（１）医師、歯科医師は平成２０年末の届出数（「医師・歯科医師・薬剤師調

査」）

（２）保健師、助産師、看護師及び准看護師は平成２１年末現在の従事者数

（「医療施設（静態・動態）調査・病院報告」及び「衛生行政業務報告」

による推計）

（３）歯科衛生士、歯科技工士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師

及び柔道整復師は平成２０年末の従事者数（「衛生行政業務報告」）

（４）その他は平成２１年末の免許取得者数である。

２．１学年定員

（１）医師、歯科医師は平成２２年の募集人員である。

（２）保健師、助産師、看護師、准看護師、歯科衛生士、歯科技工士は平成

２１年の１学年定員である。

（３）その他は平成２２年の１学年定員である。
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厚生労働省医政局長 

 

 

 

医師及び医療関係職と事務職員等との間等での役割分担の推進について 

 

 

 

近年、医師の業務については、病院に勤務する若年・中堅層の医師を中心に極めて厳し

い勤務環境に置かれているが、その要因の一つとして、医師でなくても対応可能な業務ま

でも医師が行っている現状があるとの指摘がなされているところである。また、看護師等

の医療関係職については、その専門性を発揮できていないとの指摘もなされている。 

良質な医療を継続的に提供していくためには、各医療機関に勤務する医師、看護師等の

医療関係職、事務職員等が互いに過重な負担がかからないよう、医師法（昭和２３年法律

第２０１号）等の医療関係法令により各職種に認められている業務範囲の中で、各医療機

関の実情に応じて、関係職種間で適切に役割分担を図り、業務を行っていくことが重要で

ある。 

 このため、今般、医師等でなくても対応可能な業務等について下記のとおり整理したの

で、貴職におかれては、その内容について御了知の上、各医療機関において効率的な業務

運営がなされるよう、貴管内の保健所設置市、特別区、医療機関、関係団体等に周知方願

いたい。 

なお、今後も、各医療機関からの要望や実態を踏まえ、医師、看護師等の医療関係職、

事務職員等の間での役割分担の具体例について、適宜検討を行う予定であることを申し添

える。 

 

記 

 

１．基本的考え方 

各医療機関においては、良質な医療を継続的に提供するという基本的考え方の下、医

師、看護師等の医療関係職の医療の専門職種が専門性を必要とする業務に専念すること

により、効率的な業務運営がなされるよう、適切な人員配置の在り方や、医師、看護師

等の医療関係職、事務職員等の間での適切な役割分担がなされるべきである。 

１２．医師及び医療関係職と事務職員等との間等での 

役割分担の推進について（通知） 
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以下では、関係職種間の役割分担の一例を示しているが、実際に各医療機関において

適切な役割分担の検討を進めるに当たっては、まずは当該医療機関における実情（医師、

看護師等の医療関係職、事務職員等の役割分担の現状や業務量、知識・技能等）を十分

に把握し、各業務における管理者及び担当者間においての責任の所在を明確化した上で、

安全・安心な医療を提供するために必要な医師の事前の指示、直接指示のあり方を含め具

体的な連携・協力方法を決定し、関係職種間での役割分担を進めることにより、良質な

医療の提供はもとより、快適な職場環境の形成や効率的な業務運営の実施に努められた

い。 

 

２．役割分担の具体例 

（１）医師、看護師等の医療関係職と事務職員等との役割分担 

  １） 書類作成等 

    書類作成等に係る事務については、例えば、診断書や診療録のように医師の診察

等を経た上で作成される書類は、基本的に医師が記載することが想定されている。

しかしながら、①から③に示すとおり、一定の条件の下で、医師に代わって事務職

員が記載等を代行することも可能である。 

ただし、医師や看護師等の医療関係職については、法律において、守秘義務が規

定されていることを踏まえ、書類作成における記載等を代行する事務職員について

は、雇用契約において同趣旨の規定を設けるなど個人情報の取り扱いについては十

分留意するとともに、医療の質の低下を招かないためにも、関係する業務について

一定の知識を有した者が行うことが望ましい。 

他方、各医療機関内で行われる各種会議等の用に供するための資料の作成など、

必ずしも医師や看護師等の医療関係職の判断を必要としない書類作成等に係る事務

についても、医師や看護師等の医療関係職が行っていることが医療現場における効

率的な運用を妨げているという指摘がなされている。これらの事務について、事務

職員の積極的な活用を図り、医師や看護師等の医療関係職を本来の業務に集中させ

ることで医師や看護師等の医療関係職の負担の軽減が可能となる。 

 

① 診断書、診療録及び処方せんの作成 

     診断書、診療録及び処方せんは、診察した医師が作成する書類であり、作成責

任は医師が負うこととされているが、医師が最終的に確認し署名することを条件

に、事務職員が医師の補助者として記載を代行することも可能である。また、電

磁的記録により作成する場合は、電子署名及び認証業務に関する法律（平成１２

年法律第１０２号）第２条第１項に規定する電子署名をもって当該署名に代える

ことができるが、作成者の識別や認証が確実に行えるよう、その運用においては

「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」を遵守されたい。 

 

② 主治医意見書の作成 
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  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第２７条第３項及び第３２条第３項に

基づき、市町村等は要介護認定及び要支援認定の申請があった場合には、申請者

に係る主治の医師に対して主治医意見書の作成を求めることとしている。 

医師が最終的に確認し署名することを条件に、事務職員が医師の補助者として

主治医意見書の記載を代行することも可能である。また、電磁的記録により作成

する場合は、電子署名及び認証業務に関する法律（平成１２年法律第１０２号）

第２条第１項に規定する電子署名をもって当該署名に代えることができるが、作

成者の識別や認証が確実に行えるよう、その運用においては「医療情報システム

の安全管理に関するガイドライン」を遵守されたい。 

 

③ 診察や検査の予約 

     近年、診察や検査の予約等の管理に、いわゆるオーダリングシステムの導入を

進めている医療機関が多く見られるが、その入力に係る作業は、医師の正確な判

断・指示に基づいているものであれば、医師との協力・連携の下、事務職員が医

師の補助者としてオーダリングシステムへの入力を代行することも可能である。 

 

２） ベッドメイキング 

    保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）第５条に規定する療養上の

世話の範疇に属さない退院後の患者の空きのベッド及び離床可能な患者のベッドに

係るベッドメイキングについては、「ベッドメイキングの業務委託について（回答）」

（平成１２年１１月７日付け医政看発第３７号・医政経発第７７号。以下「業務委

託通知」という。）において示しているとおり、看護師及び准看護師（以下「看護職

員」という。）以外が行うことができるものであり、業者等に業務委託することも可

能である。 

    ただし、入院患者の状態は常に変化しているので、業務委託でベッドメイキング

を行う場合は、業務委託通知において示しているとおり、病院の管理体制の中で、

看護師等が関与して委託するベッドの選定を行うなど、病棟管理上遺漏のないよう

十分留意されたい。 

 

３） 院内の物品の運搬･補充、患者の検査室等への移送 

滅菌器材、衛生材料、書類、検体の運搬・補充については、専門性を要する業務

に携わるべき医師や看護師等の医療関係職が調達に動くことは、医療の質や量の低

下を招き、特に夜間については、病棟等の管理が手薄になるため、その運搬・補充

については、看護補助者等の活用や院内の物品運搬のシステムを整備することで、

看護師等の医療関係職の業務負担の軽減に資することが可能となる。その際には、

院内で手順書等を作成し、業務が円滑に行えるよう徹底する等留意が必要である。 

また、患者の検査室等への移送についても同様、医師や看護師等の医療関係職が

行っている場合も指摘されているが、患者の状態を踏まえ総合的に判断した上で事
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務職員や看護補助者を活用することは可能である。 

 

４） その他 

診療報酬請求書の作成、書類や伝票類の整理、医療上の判断が必要でない電話対

応、各種検査の予約等に係る事務や検査結果の伝票、画像診断フィルム等の整理、

検査室等への患者の案内、入院時の案内（オリエンテーション）、入院患者に対する

食事の配膳、受付や診療録の準備等についても、医師や看護師等の医療関係職が行

っている場合があるという指摘がなされている。事務職員や看護補助者の積極的な

活用を図り、専門性の高い業務に医師や看護師等の医療関係職を集中させることが、

医師や看護師等の医療関係職の負担を軽減する観点からも望ましいと考えられる。  

また、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）の遵守等、事務

職員の適切な個人情報の取り扱いについて十分留意されたい。 

 

（２）医師と助産師との役割分担 

保健師助産師看護師法において、助産師は助産及びじょく婦及び新生児の保健指

導を担っているものである。医師との緊密な連携・協力関係の下で、正常の経過を

たどる妊婦や母子の健康管理や分娩の管理について助産師を積極的に活用すること

で、産科医療機関における医師の業務負担を軽減させることが可能となる。こうし

た産科医療機関における医師の業務負担の軽減は、医師が医師でなければ対応でき

ない事案により専念できることにより、医師の専門性がより発揮されることを可能

とするとともに、地域のより高次の救急医療を担う医療機関における産科医師の負

担の軽減にも資することとなる。 

特に医療機関においては、安全・安心な分娩の確保と効率的な病院内運用を図る

ため、妊産婦健診や相談及び院内における正常分娩の取扱い等について、病院内で

医師・助産師が連携する仕組みの導入も含め、個々の医療機関の事情に応じ、助産

師がその専門性を発揮しやすい環境を整えることは、こうした業務分担の導入に際

し有効なものである。 

医師と助産師の間で連携する際には、十分な情報の共有と相互理解を構築すると

ともに、業務に際しては母子の安全の確保に細心の注意を払う必要があることは当

然の前提である。 

 

（３）医師と看護師等の医療関係職との役割分担 

医師と看護師等の医療関係職との間の役割分担についても、以下のような役割分

担を進めることで、医師が医師でなければ対応できない業務により集中することが

可能となる。また、医師の事前指示やクリティカルパスの活用は、医師の負担を軽

減することが可能となる。 

その際には、医療安全の確保の観点から、個々の医療機関等毎の状況に応じ、個

別の看護師等の医療関係職の能力を踏まえた適切な業務分担を行うことはもとより、
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適宜医療機関内外での研修等の機会を通じ、看護師等が能力の研鑽に励むことが望

ましい。 

   

１） 薬剤の投与量の調節 

   患者に起こりうる病態の変化に応じた医師の事前の指示に基づき、患者の病態の

変化に応じた適切な看護を行うことが可能な場合がある。例えば、在宅等で看護に

あたる看護職員が行う、処方された薬剤の定期的、常態的な投与及び管理について、

患者の病態を観察した上で、事前の指示に基づきその範囲内で投与量を調整するこ

とは、医師の指示の下で行う看護に含まれるものである。 

 

 ２） 静脈注射 

医師又は歯科医師の指示の下に行う看護職員が行う静脈注射及び、留置針による

ルート確保については、診療の補助の範疇に属するものとして取り扱うことが可能

であることを踏まえ、看護職員の積極的な活用を図り、医師を専門性の高い業務に

集中させ、患者中心の効率的な運用に努められたい。 

なお、薬剤の血管注入による身体への影響は大きいことから、「看護師等による静

脈注射の実施について」（平成１４年９月３０日医政発第 0930002 号）において示し

ているとおり、医師又は歯科医師の指示に基づいて、看護職員が静脈注射を安全に

できるよう、各医療機関においては、看護職員を対象とした研修を実施するととも

に、静脈注射の実施等に関して、施設内基準や看護手順の作成・見直しを行い、ま

た、個々の看護職員の能力を踏まえた適切な業務分担を行うことが重要である。 

 

３） 救急医療等における診療の優先順位の決定 

夜間・休日救急において、医師の過重労働が指摘されている現状を鑑み、より効

率的運用が行われ、患者への迅速な対応を確保するため、休日や夜間に診療を求め

て救急に来院した場合、事前に、院内において具体的な対応方針を整備していれば、

専門的な知識および技術をもつ看護職員が、診療の優先順位の判断を行うことで、

より適切な医療の提供や、医師の負担を軽減した効率的な診療を行うことが可能と

なる。 

 

  ４） 入院中の療養生活に関する対応 

    入院中の患者について、例えば病棟内歩行可能等の活動に関する安静度、食事の

変更、入浴や清拭といった清潔保持方法等の療養生活全般について、現在行われて

いる治療との関係に配慮し、看護職員が医師の治療方針や患者の状態を踏まえて積

極的に対応することで、効率的な病棟運営や患者サービスの質の向上、医師の負担

の軽減に資することが可能となる。 

 

  ５） 患者・家族への説明 
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    医師の治療方針の決定や病状の説明等の前後に、看護師等の医療関係職が、患者

との診察前の事前の面談による情報収集や補足的な説明を行うとともに、患者、家

族等の要望を傾聴し、医師と患者、家族等が十分な意思疎通をとれるよう調整を行

うことで、医師、看護師等の医療関係職と患者、家族等との信頼関係を深めること

が可能となるとともに、医師の負担の軽減が可能となる。 

また、高血圧性疾患、糖尿病、脳血管疾患、うつ病（気分障害）のような慢性疾

患患者においては、看護職員による療養生活の説明が必要な場合が想定される。こ

のような場合に、医師の治療方針に基づき看護職員が療養生活の説明を行うことは

可能であり、これにより医師の負担を軽減し、効率的な外来運営が行えるとともに、

患者のニーズに合わせた療養生活の援助に寄与できるものと考える。 

 

６） 採血、検査についての説明 

採血、検査説明については、保健師助産師看護師法及び臨床検査技師等に関する

法律（昭和３３年法律第７６号）に基づき、医師等の指示の下に看護職員及び臨床

検査技師が行うことができることとされているが、医師や看護職員のみで行ってい

る実態があると指摘されている。 

医師と看護職員及び臨床検査技師との適切な業務分担を導入することで、医師等

の負担を軽減することが可能となる。 

 

７） 薬剤の管理 

病棟等における薬剤の在庫管理、ミキシングあるいは与薬等の準備を含む薬剤管

理について、医師や看護職員が行っている場合もあると指摘されているが、ミキシ

ングを行った点滴薬剤等のセッティング等を含め、薬剤師の積極的な活用を図り、

医師や看護職員の業務を見直すことで、医療安全の確保及び医師等の負担の軽減が

可能となる。 

   

 ８） 医療機器の管理 

生命に影響を与える機器や精密で複雑な操作を伴う機器のメンテナンスを含む

医療機器の管理については、臨床工学技士法（昭和６２年法律第６０号）に基づき、

医師の指示の下、臨床工学技士が行うことができるとされているところであるが、

医師や看護職員のみで行っている実態も指摘されている。臨床工学技士の積極的な

活用を図り、医師や看護職員の業務を見直すことで、医療安全の確保及び医師等の

負担の軽減が可能となる。 
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医政発０４３０第１号 

平成２２年４月３０日 

 

 

各都道府県知事 殿 

 

厚生労働省医政局長 

 

 

 

医療スタッフの協働・連携によるチーム医療の推進について 

 

 

 

近年、質が高く、安心で安全な医療を求める患者・家族の声が高まる一方で、医療の高

度化や複雑化に伴う業務の増大により医療現場の疲弊が指摘されるなど、医療の在り方が

根本的に問われているところである。こうした現在の医療の在り方を大きく変え得る取組

として、多種多様な医療スタッフが、各々の高い専門性を前提とし、目的と情報を共有し、

業務を分担するとともに互いに連携・補完し合い、患者の状況に的確に対応した医療を提

供する「チーム医療」に注目が集まっており、現に、様々な医療現場で「チーム医療」の

実践が広まりつつある。 

このため、厚生労働省では、「チーム医療」を推進する観点から、「医師及び医療関係職

と事務職員等との間等での役割分担の推進について」（平成 19年 12月 28日付け医政発第

1228001 号厚生労働省医政局長通知。以下「局長通知」という。）を発出し、各医療機関の

実情に応じた適切な役割分担を推進するよう周知するとともに、平成 21年 8月から「チー

ム医療の推進に関する検討会」（座長：永井良三東京大学大学院医学研究科教授）を開催

し、日本の実情に即した医療スタッフの協働・連携の在り方等について検討を重ね、平成

22年 3月 19日に報告書「チーム医療の推進について」を取りまとめた。 

 今般、当該報告書の内容を踏まえ、関係法令に照らし、医師以外の医療スタッフが実施

することができる業務の内容について下記のとおり整理したので、貴職におかれては、そ

の内容について御了知の上、各医療機関において効率的な業務運営がなされるよう、貴管

内の保健所設置市、特別区、医療機関、関係団体等に周知方願いたい。 

なお、厚生労働省としては、医療技術の進展や教育環境の変化等に伴い、医療スタッフ

の能力や専門性の程度、患者・家族・医療関係者のニーズ等も変化することを念頭に置き、

今後も、医療現場の動向の把握に努めるとともに、各医療スタッフが実施することができ

る業務の内容等について、適時検討を行う予定であることを申し添える。 

 

記 

１３．医療スタッフの協働・連携によるチーム医療の推進について(通知)
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１．基本的な考え方 

各医療スタッフの専門性を十分に活用して、患者・家族とともに質の高い医療を実現

するためには、各医療スタッフがチームとして目的と情報を共有した上で、医師等によ

る包括的指示を活用し、各医療スタッフの専門性に積極的に委ねるとともに、医療スタ

ッフ間の連携・補完を一層進めることが重要である。 

実際に各医療機関においてチーム医療の検討を進めるに当たっては、局長通知におい

て示したとおり、まずは当該医療機関における実情（医療スタッフの役割分担の現状や

業務量、知識・技能等）を十分に把握し、各業務における管理者及び担当者間において

の責任の所在を明確化した上で、安心・安全な医療を提供するために必要な具体的な連

携・協力方法を決定し、医療スタッフの協働・連携によるチーム医療を進めることとし、

質の高い医療の実現はもとより、快適な職場環境の形成や効率的な業務運営の実施に努

められたい。 

なお、医療機関のみならず、各医療スタッフの養成機関、職能団体、各種学会等にお

いても、チーム医療の実現の前提となる各医療スタッフの知識・技術の向上、複数の職

種の連携に関する教育・啓発の推進等の取組が積極的に進められることが望まれる。 

 

２．各医療スタッフが実施することができる業務の具体例 

（１）薬剤師 

近年、医療技術の進展とともに薬物療法が高度化しているため、医療の質の向上及

び医療安全の確保の観点から、チーム医療において薬剤の専門家である薬剤師が主体

的に薬物療法に参加することが非常に有益である。 

また、後発医薬品の種類が増加するなど、薬剤に関する幅広い知識が必要とされて

いるにもかかわらず、病棟や在宅医療の場面において薬剤師が十分に活用されておら

ず、注射剤の調製（ミキシング）や副作用のチェック等の薬剤の管理業務について、

医師や看護師が行っている場面も少なくない。 

 

１）薬剤師を積極的に活用することが可能な業務 

以下に掲げる業務については、現行制度の下において薬剤師が実施することがで

きることから、薬剤師を積極的に活用することが望まれる。 

① 薬剤の種類、投与量、投与方法、投与期間等の変更や検査のオーダについて、

医師・薬剤師等により事前に作成・合意されたプロトコールに基づき、専門的知

見の活用を通じて、医師等と協働して実施すること。 

② 薬剤選択、投与量、投与方法、投与期間等について、医師に対し、積極的に処

方を提案すること。 

③ 薬物療法を受けている患者（在宅の患者を含む。）に対し、薬学的管理（患者の

副作用の状況の把握、服薬指導等）を行うこと。 

④ 薬物の血中濃度や副作用のモニタリング等に基づき、副作用の発現状況や有効
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性の確認を行うとともに、医師に対し、必要に応じて薬剤の変更等を提案するこ

と。 

⑤ 薬物療法の経過等を確認した上で、医師に対し、前回の処方内容と同一の内容

の処方を提案すること。 

⑥ 外来化学療法を受けている患者に対し、医師等と協働してインフォームドコン

セントを実施するとともに、薬学的管理を行うこと。 

⑦ 入院患者の持参薬の内容を確認した上で、医師に対し、服薬計画を提案するな

ど、当該患者に対する薬学的管理を行うこと。 

⑧ 定期的に患者の副作用の発現状況の確認等を行うため、処方内容を分割して調

剤すること。 

⑨ 抗がん剤等の適切な無菌調製を行うこと。 

 

２）薬剤に関する相談体制の整備 

薬剤師以外の医療スタッフが、それぞれの専門性を活かして薬剤に関する業務を

行う場合においても、医療安全の確保に万全を期す観点から、薬剤師の助言を必要

とする場面が想定されることから、薬剤の専門家として各医療スタッフからの相談

に応じることができる体制を整えることが望まれる。 

 

（２）リハビリテーション関係職種 

近年、患者の高齢化が進む中、患者の運動機能を維持し、ＱＯＬの向上等を推進す

る観点から、病棟における急性期の患者に対するリハビリテーションや在宅医療にお

ける訪問リハビリテーションの必要性が高くなるなど、リハビリテーションの専門家

として医療現場において果たし得る役割は大きなものとなっている。 

 

１）喀痰等の吸引 

① 理学療法士が体位排痰法を実施する際、作業療法士が食事訓練を実施する際、

言語聴覚士が嚥下訓練等を実施する際など、喀痰等の吸引が必要となる場合があ

る。この喀痰等の吸引については、それぞれの訓練等を安全かつ適切に実施する

上で当然に必要となる行為であることを踏まえ、理学療法士及び作業療法士法（昭

和 40年法律第 137号）第 2条第 1項の「理学療法」、同条第 2項の「作業療法」

及び言語聴覚士法（平成 9年法律第 132号）第 2条の「言語訓練その他の訓練」

に含まれるものと解し、理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士（以下「理学療

法士等」という。）が実施することができる行為として取り扱う。 

② 理学療法士等による喀痰等の吸引の実施に当たっては、養成機関や医療機関等

において必要な教育・研修等を受けた理学療法士等が実施することとするととも

に、医師の指示の下、他職種との適切な連携を図るなど、理学療法士等が当該行

為を安全に実施できるよう留意しなければならない。今後は、理学療法士等の養

成機関や職能団体等においても、教育内容の見直しや研修の実施等の取組を進め
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ることが望まれる。 

 

２）作業療法の範囲 

理学療法士及び作業療法士法第 2条第 2項の「作業療法」については、同項の「手

芸、工作」という文言から、「医療現場において手工芸を行わせること」といった認

識が広がっている。 

以下に掲げる業務については、理学療法士及び作業療法士法第 2条第 1項の「作

業療法」に含まれるものであることから、作業療法士を積極的に活用することが望

まれる。 

・ 移動、食事、排泄、入浴等の日常生活活動に関するＡＤＬ訓練 

・ 家事、外出等のＩＡＤＬ訓練 

・ 作業耐久性の向上、作業手順の習得、就労環境への適応等の職業関連活動の訓

練 

・ 福祉用具の使用等に関する訓練 

・ 退院後の住環境への適応訓練 

・ 発達障害や高次脳機能障害等に対するリハビリテーション 

 

（３）管理栄養士 

近年、患者の高齢化や生活習慣病の有病者の増加に伴い、患者の栄養状態を改善・

維持し、免疫力低下の防止や治療効果及びＱＯＬの向上等を推進する観点から、傷病

者に対する栄養管理・栄養指導や栄養状態の評価・判定等の専門家として医療現場に

おいて果たし得る役割は大きなものとなっている。 

以下に掲げる業務については、現行制度の下において管理栄養士が実施することが

できることから、管理栄養士を積極的に活用することが望まれる。 

① 一般食（常食）について、医師の包括的な指導を受けて、その食事内容や形態

を決定し、又は変更すること。 

② 特別治療食について、医師に対し、その食事内容や形態を提案すること（食事

内容等の変更を提案することを含む。）。 

③ 患者に対する栄養指導について、医師の包括的な指導（クリティカルパスによ

る明示等）を受けて、適切な実施時期を判断し、実施すること。 

④ 経腸栄養療法を行う際に、医師に対し、使用する経腸栄養剤の種類の選択や変

更等を提案すること。 

 

（４）臨床工学技士 

近年、医療技術の進展による医療機器の多様化・高度化に伴い、その操作や管理等

の業務に必要とされる知識・技術の専門性が高まる中、当該業務の専門家として医療

現場において果たし得る役割は大きなものとなっている。 
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１）喀痰等の吸引 

① 人工呼吸器を装着した患者については、気道の粘液分泌量が多くなるなど、適

正な換気状態を維持するために喀痰等の吸引が必要となる場合がある。この喀痰

等の吸引については、人工呼吸器の操作を安全かつ適切に実施する上で当然に必

要となる行為であることを踏まえ、臨床工学技士法（昭和 62年法律第 60号）第

2 条第 2 項の「生命維持管理装置の操作」に含まれるものと解し、臨床工学技士

が実施することができる行為として取り扱う。 

② 臨床工学技士による喀痰等の吸引の実施に当たっては、養成機関や医療機関等

において必要な教育・研修等を受けた臨床工学技士が実施することとするととも

に、医師の指示の下、他職種との適切な連携を図るなど、臨床工学技士が当該行

為を安全に実施できるよう留意しなければならない。今後は、臨床工学技士の養

成機関や職能団体等においても、教育内容の見直しや研修の実施等の取組を進め

ることが望まれる。 

 

２）動脈留置カテーテルからの採血 

① 人工呼吸器を操作して呼吸療法を行う場合、血液中のガス濃度のモニターを行

うため、動脈の留置カテーテルから採血を行う必要がある。この動脈留置カテー

テルからの採血（以下「カテーテル採血」という。）については、人工呼吸器の操

作を安全かつ適切に実施する上で当然に必要となる行為であることを踏まえ、臨

床工学技士法第 2条第 2項の「生命維持管理装置の操作」に含まれるものと解し、

臨床工学技士が実施することができる行為として取り扱う。 

② 臨床工学技士によるカテーテル採血の実施に当たっては、養成機関や医療機関

等において必要な教育・研修等を受けた臨床工学技士が実施することとするとと

もに、医師の指示の下、他職種との適切な連携を図るなど、臨床工学技士が当該

行為を安全に実施できるよう留意しなければならない。今後は、臨床工学技士の

養成機関や職能団体等においても、教育内容の見直しや研修の実施等の取組を進

めることが望まれる。 

 

（５）診療放射線技師 

近年、医療技術の進展により、悪性腫瘍の放射線治療や画像検査等が一般的なもの

になるなど、放射線治療・検査・管理や画像検査等に関する業務が増大する中、当該

業務の専門家として医療現場において果たし得る役割は大きなものとなっている。 

以下に掲げる業務については、現行制度の下において診療放射線技師が実施するこ

とができることから、診療放射線技師を積極的に活用することが望まれる。 

① 画像診断における読影の補助を行うこと。 

② 放射線検査等に関する説明・相談を行うこと。 

 

（６）その他 
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（１）から（５）までの医療スタッフ以外の職種（歯科医師、看護職員、歯科衛生

士、臨床検査技師、介護職員等）についても、各種業務量の増加や在宅医療の推進等

を背景として、各業務の専門家として医療現場において果たし得る役割は大きなもの

となっていることから、各職種を積極的に活用することが望まれる。 

また、医療スタッフ間の連携・補完を推進する観点から、他施設と連携を図りなが

ら患者の退院支援等を実施する医療ソーシャルワーカー（ＭＳＷ）や、医療スタッフ

間におけるカルテ等の診療情報の活用を推進する診療情報管理士等について、医療ス

タッフの一員として積極的に活用することが望まれる。 

さらに、医師等の負担軽減を図る観点から、局長通知において示した事務職員の積

極的な活用に関する具体例を参考として、書類作成（診断書や主治医意見書等の作成）

等の医療関係事務を処理する事務職員（医療クラーク）、看護業務等を補助する看護

補助者、検体や書類・伝票等の運搬業務を行う事務職員（ポーターやメッセンジャー

等）等、様々な事務職員についても、医療スタッフの一員として効果的に活用するこ

とが望まれる。 
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１５．医師等の資格確認について（関係通知等）

１．無資格者による医業及び歯科医業の防止について
（昭和47年1月19日付医発第76号

各都道府県知事あて厚生省医務局長通達）
最近、無資格者が医業又は歯科医業を行なつていたために摘発され

る事例が発生しているが、無資格者による医業又は歯科医業は、国民
の生命、身体に対する脅威となることはもとより、国民の医療に対す
る信頼を失墜させる原因ともなるものである。

無資格者が医業又は歯科医業を行なうことが医師法第一七条又は歯
科医師法第一七条に違反することとなるのはもとより、無資格者に医
業若しくは歯科医業を行なわせた病院若しくは診療所の開設者若しく
は管理者についても、その態様によつては、刑事責任を問われ、さら
に免許の取消等の行政処分の対象となることとなる。

貴職におかれては、都道府県医師会、都道府県歯科医師会その他関
係方面の協力を得て、左記の事項を徹底することにより無資格者によ
る医業又は歯科医業の一掃を期されたい。

記
第１ 免許資格の調査

１ 管下の病院又は診療所を対象とし、診療に従事する医師又は歯
科医師の免許資格に関する調査をすみやかに実施すること。実施
に際しては、医師又は歯科医師の免許証等有資格者であることが
確認できる書類の呈示を求める等の方法により正確な事実把握に
努めること。

２ 調査の結果、無資格者による医業又は歯科医業が行なわれてい
ることが明らかになつた事例については、刑事訴訟法第二三九条
の規定により告発すること。

第２ 病院又は診療所の開設時等における免許資格の確認
１ 医師又は歯科医師が病院又は診療所を開設する場合には、医療

法第七条の規定による病院の開設許可申請書又は同法第八条の規
定による診療所の開設届の受理に際して、有資格者であることの
確認を徹底すること。

２ 病院又は診療所の開設者又は管理者が、医師又は歯科医師を雇
用する際に免許資格を確認するよう十分の指導をすること。

第３ 医師届及び歯科医師届の励行
医師法第六条又は歯科医師法第六条の規定に基づく医師、歯科医

師の届出を未だ行なつていない者に対しては、届出を励行するよう
督促すること。

なお、これらの届出と医籍・歯科医籍との照合を行なうこととす
る予定である。

２．免許証の不正使用防止について
（昭和53年3月20日付医発第289号

各都道府県知事あて厚生省医務局長依頼）
今般、医師免許証が医師でない第三者により不正に使用されるとい

う事件が報道されたが、かかる事件等を防止する観点から貴職におか
れても、左記の事項に留意し、関係団体等と連絡を密にして、その周
知徹底を図られたい。

なお、保健所等関係機関は、亡失に伴う免許証の再交付申請があっ
た場合には、亡失事実の確認、申請者が同一人である旨の確認及び免
許資格の確認を関係書類の提示を求めて行われたい。

記

157



１ 免許を取得した者及びその家族は、亡失事故を起さないよう免許
証の保留には十分な注意を払うこと。

また、盗難等により免許証が第三者に渡る可能性がある場合は、
すみやかに保健所等関係機関に通報すること。この場合貴職におい
ては、関係機関にされた通報を至急当職あて連絡されたい。

２ 各医療施設等は、免許取得者を採用するにあたっては、戸籍謄
(抄)本等の提示、履歴書の確認等の方法により採用希望者が免許取
得者であることを、十分に確認すること。

３．医師等の資格確認について
（昭和60年10月9日付健政発第676号

各都道府県知事あて厚生省健康政策局長通知）
最近、外国人医師を採用した某地において、その際の免許資格に関

する調査が十分に行われなかつたため、左記の無効医師免許証所持者
による無資格医業が行われ、保険請求まで行われていた事例が判明し
たので、今後かかる事例が再発することのないよう左記事項に十分御
留意のうえ、貴職におかれても、関係部局、貴管下保健所、病院、診
療所等関係機関に対し、周知徹底願いたい。

記
１ 無効医師免許について
(１) 元興亜医学館及び東洋医学院を卒業した別添無効医師免許証名

簿の者に医師免許証が交付されているが、これについては、既に
昭和30年8月25日発医第80号医務局長通知及び昭和51年1月23日医
事第6号医務局医事課長通知をもつて通知してあるとおり、終戦直
後の特殊な社会情勢下においてやむを得ず、法定の資格を有しな
い者であるにもかかわらず、当時の台湾(中華民国)又は朝鮮にお
いて資格取得のために使用する目的をもつて、日本国において医
業を行うことはできないという条件の下に(但し、その旨は免許証
には記されていない)、医籍に登録せずして交付されたものであ
る。

従つて、これらの者は我が国においては医師免許を有してはい
ないこと。

なお、本件免許証は昭和35年11月1日の最高裁判決により無効で
あることの判断が既に示されている。

(２) 貴管内において、上記(１)に該当する者で医業に従事している
者があるときは、当該者に対し免許証の呈示を求め、その免許が
無効であることを告知する等適宜の措置をとり、その旨当職あて
報告されたいこと。

２ 医師等免許資格の確認について
無資格医業等の防止については、昭和47年1月19日医発第76号医務

局長通知をもつて通知しているところであるが、今後とも次により
徹底の上、その一掃を図られたい。

(１) 医師及び歯科医師として、就業する目的で採用する場合には、
事前に免許証及び卒業証書の原本の提出を必ず求め、資格を有し
ていることの確認を十分行うよう指導されたいこと。

(２) 免許証を亡失している場合には、速やかに免許証の再交付申請
を行わせるよう指導されたいこと。

(３) 免許証を保持していない採用者等については、免許証の交付(国
家試験合格等による免許申請後、まだ免許証が交付されていない
者については、登録済証明書の交付)を確認した後に医業に従事す
るよう指導されたいこと。

(４) 免許資格等に疑義のある場合には、当局医事課と十分な連絡を
とること。

158



３ その他(略)
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歯科医師法第１６条の２第１項に規定する歯科医師臨床研修に関す

る省令及び関係通知の一部改正について 

 

                                平 成 ２ ２ 年 ６ 月                                        

医政局歯科保健課 

 

（１）新たな臨床研修施設の活用について（省令・通知の改正による） 

○ 臨床研修を行う分野に関して豊富な症例を持ち、効果的な指導ができ

る指導歯科医が在籍する医療機関、在宅歯科医療、障害者歯科等を計画

的に実践できる医療機関等を臨床研修施設として積極的に活用するため、

臨床研修施設の類型として新たに「連携型臨床研修施設」を設ける。 

○ 連携型臨床研修施設は、他の施設と共同して臨床研修を行うものとし、

指定の要件として、 

  ・ 臨床研修の基本理念にのっとった研修プログラムを有しているこ

と 

  ・ 臨床研修を行うために必要な人員を有していること（具体的には、

常に勤務する歯科医師が 1 人以上であり、指導歯科医を常勤で置く

こと等。） 

  ・ 医療に関する安全管理のための体制を確保していること。 

 など、歯科診療所の実態にも配慮しつつ、臨床研修施設の質が担保され

る基準を設定する。 

○ 連携型臨床研修施設における研修は、原則として１施設１年あたり合

計 5日以上 30 日以内とする。 

○ その他、連携型臨床研修施設に係る指定の申請手続等について定める。 

 

（２）臨床研修施設間の連携の推進（いわゆるグループ化の導入） 

（通知の改正による） 

○ 研修内容の一層の充実を図るため、従来から行われている臨床研修施

設群方式を継続することは可能とした上で、臨床研修施設間の連携の強

化を図った研修実施方法（グループ化）を取り入れることができること。 

○ 臨床研修施設群方式の研修において、管理型臨床研修施設の管理のも

とに、協力型臨床研修施設と連携型臨床研修施設で構成されるグループ

により、各施設の特徴を活かした研修を実施できる。 
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○ グループ化による研修期間中は、曜日、週又は月を単位としてグルー

プを構成する複数の研修施設をローテートするなど、研修スケジュール

の弾力的な運用ができる。 

○ グループとなる臨床研修施設の所在は、研修歯科医の負担にならない

よう地域性に配慮する。 

 

（３）臨床研修施設の指定要件の見直し 

○ 歯科衛生士又は看護師の要件に関しては、原則として常に勤務する歯

科医師と概ね同数、又は当該年度に募集する研修歯科医と同数確保され

ていることとする。ただし、歯科衛生士は常勤換算で１人以上置くこと。 

○ 入院症例の要件に関しては、現在の歯科医療ニーズの多様化に対応で

きる歯科医師を養成する観点から、例えば、慢性疾患を持つハイリスク

患者への全身管理若しくは麻酔に係る研修又は在宅歯科医療等を実施で

きる歯科診療所・病院歯科を一層活用する。 

 

（４）申請様式の簡素化（通知の改正による） 

○ 臨床研修に係る事務作業が過大となっている状況にかんがみ、臨床研

修施設の指定・年次報告等の申請を簡素化するとともに、申請様式の記

載内容を整理した。 

 

（５）研修管理委員会の機能の充実（通知の改正による） 

○ 研修の進捗状況の把握及び研修実施中の問題に迅速に対応できるよう

研修管理委員会の運用指針を定める。 

○ 施設側にやむを得ない事情が生じ、研修が困難となった場合に、研修

歯科医ができるだけ早く研修を再開できるよう、臨時の研修管理委員会

を運営指針に基づいて開催可能とする。 

○ 研修歯科医の指導にあたる歯科医師、歯科衛生士等に対して研修管理

委員会が中心となって継続的な研修、指導等を行うよう努める。 

 

（６）適用時期等について 

○ 平成２３年度から研修を受ける研修歯科医に対する臨床研修から適用

する。 

○ 臨床研修省令の施行後５年以内に臨床研修省令規定について検討を行

い、必要な措置を講ずる。 

以上 
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